
特許
（件）

開
始

終
了

和
文

英
文
等

和
文

英
文
等

国
内

国
際

出
願
・
取
得

施
策
に
反
映

普
及
・
啓
発

その他
（件）

その他のインパクト

原著論
文（件）

その他
論文
（件）

学会発
表(件）

専門的・学術的観点からの成果 臨床的観点からの成果 ガイドライン等の開発 その他行政的観点からの成果研究課題名

年度

研究事業
名

研究者代表
者氏名

ＨＥＲ２過剰発現を有
する乳がんに対する
術前Ｔｒａｓｔｕｚｕｍａｂ化
学療法のランダム化
第Ⅱ相比較試験

18 20 がん臨床研
究

安藤　正志 乳癌術前化学療法に関する医師主導
型治験を8施設が参加する多施設共同
試験として実施した。平成19年3月27日
に登録を開始し、平成20年6月12日に
102例の登録を行い、試験への登録を
終了した。その後、経過観察を行い、平
成21年3月に治験を終了した。試験の
実施に伴い、治験調整に関わる業務が
膨大となり、今後治験の質を保持しつ
つ、治験調整に関わる業務を簡素化す
る方策(セントラル・モニタリング方式の
導入など)を検討して行く必要があると
考えられた。

予後不良なHER2過剰発現の乳癌術前
化学療法(臨床病期II-IIIA)において治
療効果の向上を目指し、アンスラサイク
リン系薬剤併用化学療法に引き続いて
トラスツズマブと併用下で、パクリタキセ
ル週1回投与(PTX群)とドセタキセル3週
1回投与(DTX群)をランダム化割付し、
病理学的完全奏効(pCR)率を比較する
第II相試験を実施した。pCR率は、それ
ぞれ、PTX群42例中57.1%、およびDTX
群45例中44.4%であり、pCR率の高い良
好な治療成績が得られた。

－ 本研究による治験成績は、今後、治験
薬提供者により、HER2過剰発現乳癌に
対するトラスツズマブの効能・効果の追
加申請が規制当局へ行われる予定で
ある。

特になし

9 4 0 0 25 4 0 0 0

乳癌診療におけるグ
ローバルスタンダード
の導入と質的評価検
討に関する研究

18 20 がん臨床研
究

中村　清吾 標準治療を実践する上で根幹をなす乳
癌診療ガイドラインの策定方法、内容、
アウトカムの分析手法を日米、欧間で
比較検討し、世界の標準治療を遅滞な
く日本に導入するための支援システム
をWeb上に構築した。本システムは人種
差や保険制度の違い等による相違点を
明確にしつつ、根幹を共有することで、
共通の尺度で医療の質を評価し向上さ
せることに寄与するものと期待される。

NCCN治療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの翻訳とWEBサイト
に登録したことにより世界の標準治療
の動向が遅滞なく我が国にも伝えられ
るようになった｡（ＷＥＢサイトのアクセス
件数は、約90,000件）なお、本サイト
は、米国ＮＣＣNにも公式に認められ、
NCCNのＷＥＢサイトからも閲覧できる
ようになり、医療関係者のみならず、患
者やその家族等の利用も可能となって
いる。人種差や保険制度の違いを勘案
しつつ、根幹を共有することで、共通の
尺度で医療の質を評価し向上させるこ
とにも寄与することが期待される。

ＮＣＣＮがん診療ガイドラインのうち、①
乳癌診療 ②悪心･嘔吐対策 ③癌診療
における骨髄増殖因子 ④成人がん性
疼痛 ⑤乳癌の検診･診断 乳癌ﾘｽｸ軽
減 ⑥遺伝性乳癌･卵巣がん症候群 ⑦
高齢者がん ⑧成人の癌性疼痛 ⑨癌お
よび治療に伴う貧血 ⑩発熱および好中
球減少 ⑪静脈血栓症を翻訳し、ＷＥＢ
上で公開した。特に⑤以降のテーマは、
日本では策定がまだなされていない、
あるいは、不十分な内容を含み、今後
我が国のガイドライン策定に役立つも
のと思われる。

日本の乳癌診療ガイドラインにおける
問題点(①改訂の間隔 ②ｺﾝｾﾝｻｽの取
り方 ③未承認薬､医療機器等)④保険
制度の違いが明らかとなった。我が国
でも、現在、高度医療評価制度が実施
されているが、その間の検討資料のひ
とつとして有用と思われる。また、今後
も引き続き、ＮＣＣＮと定期的な意見交
換を行い、学会活動などを通じて根幹を
共有することで、共通の尺度で医療の
質を評価し向上させることに取り組む予
定である。

国際公開研究会の開催
①「非浸潤性乳管がん～治療の可能性
と限界～」2006年10月15日東京国際
フォーラム
②「外科治療、放射線治療、がん緩和
ケア治療」2007年１月13日14日湘南国
際村センター
③「DCISの基礎と臨床への新たな展開
境界病変・DCIS・浸潤癌の見分け方、
予後予測」2007年10月13日14日東京
国際フォーラム
④「薬物療法、がん緩和ケア治療、治療
効果予測」2008年1月26日27日
⑤｢乳がん診療ガイドライン総括｣11月1
日2日東京国際フォーラム都市センター
ホテル

20 6 23 0 66 7 0 0 0

高次脳機能を温存す
る転移性脳腫瘍の治
療法確立に関する研
究

18 20 がん臨床研
究

嘉山　孝正 本研究は、この摘出術後の全脳照射を
行わず、定位放射線照射を利用するこ
とで、生命予後を保ちつつ、放射線障害
を抑制しQOLの改善、維持が可能であ
るかを検討するものである。これまで、
このようなランダム化比較試験は行わ
れておらず、独創的であり、臨床試験が
完遂できれば日本からがん治療のエビ
デンスを発信できることが期待される。

本研究班で検討中の治療レジメの有効
性が示されれば、全脳照射に係る入院
期間の短縮と放射線障害によって引き
起こされるADLの低下を抑制でき、転移
性脳腫瘍患者の自宅復帰・家庭介護の
可能性を高め、国民に計り知れない福
利を提供するものと期待される。

2003年には定位放射線照射の治療
アームのなかった米国のNational
Comprehensive Cancer Network
(NCCN)の転移性脳腫瘍治療ガイドライ
ンにも2006年から定位放射線照射が
RCTはなされていないとの注釈付きで
追加されており、本治療法の有効性が
示されれば、転移性脳腫瘍治療への定
位照射療法の有効性を示したRCTとし
てガイドラインに取り上げられることが
期待される。

脳以外の臓器転移のコントロール率改
善に伴い、全脳照射による遅発性高次
脳機能障害すなわち、認知症（痴ほう）
の発生が、がん患者のQOLを著しく低
下させる原因として問題視されている。
この高次脳機能障害は、高齢者ほど発
症しやすく、がん患者の高齢化に伴い
今後益々問題となることが予想される。
従って、術後の全脳照射に替わりうる
治療法の開発は、多発性転移がん患者
の治療における喫急の課題であり、そ
の研究成果は日本の厚生労働行政に
も大きな影響を与えるものと考える。

日本対がん協会と共催で厚生労働省が
ん臨床研究「がん医療均てん」事業・が
ん医療均てん研修会を毎年開催した。
この研修会は、医療関係者のみならず
一般市民も対象としたがんの均てん化
事業としてマスコミにも毎年取り上げら
れた。

3 12 4 0 11 1 0 0 3

再発小細胞肺がんに
対する標準的治療法
の確立に関する研究

18 20 がん臨床研
究

後藤　功一 これまで再発小細胞肺がんを対象とし
て、3つの第III相試験が世界で報告され
ている。現時点で再発小細胞肺がんに
対する標準的化学療法は確立していな
いが、これら3つの第III相試験の結果に
基づいて、世界的にノギテカン(NGT)療
法が再発小細胞肺がんに対する標準
治療とみなされている。そこで、本研究
に基づくNGT療法と我々が開発したPEI
療法の第III相比較試験(JCOG0605)
は、再発小細胞肺がんに対する標準化
学療法の確立のために、非常に重要な
試験と位置付けされる。

小細胞肺がんは初回化学療法の効果
は高いが、その80-90%の患者が再発を
来たし、小細胞肺がん全体の5年生存
率は10%未満と予後不良である。更なる
小細胞肺がんの治療成績の改善のた
めには、初回治療法のみならず、再発
後の有効な標準的化学療法の確立が
必要である。本研究では、臨床試験に
基づいた再発小細胞肺がんに対する標
準的治療法の確立を目指す。本研究を
通して再発小細胞肺がんの標準的治療
法を確立することは、わが国のみなら
ず、世界に貢献すると考えられ、極めて
重要である。

現在、再発小細胞肺がんに対する標準
的化学療法は確立していないが、本研
究に基づく第III相試験(JCOG0605)の結
果、再発小細胞肺がんに対する標準治
療が示された際には、再発小細胞肺が
んに対する化学療法のガイドライン作
成のために重要な根拠となる。

本研究により再発小細胞肺がんの1年
生存率を現在の30%から50%に向上させ
ることが見込まれ、これは小細胞肺が
ん全体の5年生存率を約10-15%程度改
善することに相当し、国民福祉への多
大な貢献であると同時に、再発後の治
療および治療のための入院に必要な医
療費を削減する経済的効果も大きいと
思われる。さらにこの成果は、我が国の
肺がん治療のレベルの高さを改めて世
界に示すとともに、医療の発展のため
の国際協調の中において、極めて大き
な貢献となる。

2007年11月第48回日本肺癌学会総会
ランチョンセミナー、2007年11月第48回
日本肺癌学会総会シンポジウム「我が
国で行われている大規模臨床試験の現
状と今後の展望」、2007年8月日本臨床
腫瘍学会第9回教育セミナー、2007年
12月日本臨床腫瘍学会第10回教育セミ
ナー、2008年8月日本臨床腫瘍学会第
12回教育セミナー、2008年11月第49回
日本肺癌学会総会教育講演「小細胞肺
癌に対する化学療法」など多くの学会、
学術雑誌で本研究の重要性について
紹介された。

54 163 90 15 432 125 0 0 0
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進行肝細胞癌に対す
る集学的治療確立に
関する研究

18 20 がん臨床研
究

門田　守人 肝癌治療の進展はほとんど早期肝癌に
対するもので、進行肝癌に対する精力
的な取り組みはない。これは、進行肝
癌には既存治療が奏効せず“終末像”
としてとらえられ、治療対象とされないこ
とによる。したがって、進行肝癌の集学
的治療を展開するためには、新機軸と
しての治療が必須である。本研究は、こ
の点に関し、IFN併用化学療法をその新
機軸に据え臨床的意義をRCTにおいて
確認するとともに、集学的治療の確立を
目的とした基礎的研究をあわせて展開
することで、専門的・学術的観点からの
成果がある。

本研究においては、難治性進行肝細胞
癌の中で肝外転移症例のみを対象とし
て、5FU系の経口抗ガン剤S-1を用いた
IFN併用化学療法の有効性を検証する
べく、S-1単剤投与群とS-1・IFN併用群
の2群間でRCTによるPhase-II臨床試験
（現在、抗腫瘍効果その他についての
観察期間）を施行した。本試験結果によ
り、肝外転移症例に対するIFN併用化学
療法の有効性が検証される可能性は高
い。

現在、肝外病変を伴う肝細胞癌症例に
ついては既存治療が全く効を奏さず、ガ
イドライン上推奨される標準的治療は
皆無である。本臨床研究の結果は、こ
のような治療抵抗性進行肝細胞癌症例
に対する標準治療開発の一つの単著と
なる可能性が十分にある。

現在、進行肝細胞癌に対する薬物療法
で、その治療効果を欧米において検証
されたものは分子標的治療薬である
Sorafenibのみである。ただし、本薬剤に
ついても肝外病変を伴うような進行肝
癌に対する治療効果については、明ら
かとはいいがたく、さらにはその薬剤費
用はかなり高額になる。本研究で使用
される薬剤費用は、分子標的治療薬の
約1/3である。治療費と医療経済効率と
いう行政的観点から、非常に有効な治
療法となる可能性がある。

現在までに本邦において、治療抵抗性
進行肝癌に対するRCTによる臨床試験
はほとんどない。そういった意味におい
ての、検証可能な一定の症例数による
臨床試験の施行については、特に対象
症例が難治性進行肝癌に絞られている
だけに、インパクトは高い。

76 62 0 0 118 25 0 0 0

進行性大腸がんに対
する低侵襲治療法の
確立に関する研究

18 20 がん臨床研
究

北野　正剛 進行大腸がんに対する治療法として、
腹腔鏡下手術が、従来の開腹手術と比
較して、根治性や安全性の面での同等
性および低侵襲性を示しうるかを多施
設共同ランダム化比較試験
（JCOG0404）第III相試験を実施した。本
研究デザインについては、Japanese
Journal of Clinical Oncology, 2005;
35(8): 475-477に論文掲載されている。
また本研究情報の公開をインターネット
上でClinicalTrials. gov.およびUMINにて
行っている。

進行大腸がんにおける腹腔鏡下手術と
開腹手術とのランダム化比較試験
（JCOG0404）を実施し、1050症例の登
録を終了した。手術療法の第III相試験と
しては国内外で最大規模の臨床研究と
して以下の５つの特色を示した。IC取得
率向上のために患者説明ビデオの作
成、ＩＣ取得アンケート実施、手術手技の
Quality controlとして手術写真の中央
判定評価システム導入、参加施設およ
び術者の基準等の設定などその特色を
示すことができた。

「大腸癌治療ガイドライン医師用」のII.
治療法の種類と治療法の解説の項目
で、「腹腔鏡手術」の解説において本研
究（phaseIII）の実施について記載され
ている。「大腸癌治療ガイドライン医師
用；19,2005」また、2008年作成の日本
内視鏡外科学会「内視鏡外科治療ガイ
ドライン」にも本研究成果が引用されて
いる。

政府の医療費削減政策として、在院日
数短縮は重要な目標である。本研究に
おいて大腸がんに対する腹腔鏡下手術
が、進行がんにおいても低侵襲治療と
しての役割を発揮し、入院期間の短縮
や早期社会復帰を促すことが可能かど
うかを評価し、行政的観点からの貢献
度を明確にする。

 （１）おおいた市民公開講座―大腸がん
になったらどうする？　大分大学医学
部・日本対がん協会共催、2006年10月
開催（大分市いいちこグランシアター）

 （２）進行結腸癌に対する腹腔鏡下手術
－厚生労働省班研究に基づく本邦の現
況－.日本内視鏡外科学会雑誌, 2008,
13(1): 47-53．

2 3 1 1 1 4 0 1 1

自治体におけるがん
対策の現状分析とマ
ネジメントシステムの
構築支援に関する研
究

18 20 がん臨床研
究

今井　博久 本研究は、予防から緩和ケアまで、地
域におけるがん対策（特にがん対策推
進計画）の現状と課題を明らかにした。
地域のがん対策実務者（政策立案者含
む）に対して、研修会の開催を通じて本
研究の成果をフィードバックし、専門家
による技術的な支援を継続的に行うこ
とで、実行性のある計画（アクションプラ
ン）の立案、実施、評価が可能となり、
がん治療・予防の均てん化が推進され
ることが期待される。

本研究は直接臨床的な調査研究を行う
ものではないが、がん治療の均てん化
を達成させるための政策的な枠組みを
提供するものである。本研究の成果を
通じて、全国のがん治療の向上と質の
均一化が促進されることが期待される。

ー 特になし 2007年1月18日に、「がん対策の立案・
実施・評価に関する国際ワークショップ：
パートナーシップによる包括的アプロー
チ」を開催した。本シンポジウムの開催
は、 週刊医学界新聞（2779号．2008年
4月）に「がん対策の均てん化に向けて
米国CCCPの交際ワークショップから」と
して掲載された。

1 8 2 0 6 1 0 0 0

レセプトデータダウン
ロード方式を利用した
がん診療施設の医療
水準の評価に関する
研究

18 20 がん臨床研
究

石川　ベン
ジャミン光一

レセプトデータダウンロード（RDDS）方
式を利用したがん診療施設の医療水準
の評価について研究し、診療プロセス
分析の手法を開発するとともに、RDDS
方式による調査結果を利用した地域内
でのがん診療施設の分布、受療動向に
ついての基礎的資料の作成を行った。

がん化学療法薬剤の使用実態分析の
基礎となる薬剤マスタを作成し、RDDS
方式データを利用した化学療法レジメン
分析の実現に貢献した。RDDS方式によ
るデータを利用して、診療プロセスの分
析を行うためのデータ処理手順を確立
した。地域におけるがん診療の集約化
の傾向についての基礎的資料を示し
た。

ー RDDS方式による調査結果を利用した
地域におけるがん診療施設の分布およ
び受療動向についての基礎的資料は、
地域医療計画の立案に際して重要な役
割を果たしていくと期待される。

RDDS方式を利用した最も規模の大きな
調査である厚生労働省保険局ＤＰＣ調
査の公表データを再集計、再構成する
ことにより、全国1428施設のがん診療
実績に関するデータベースを構築した。
その成果は書籍として出版され、国内
で多くの注目を集めている。

0 0 2 0 1 1 0 0 0
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医療機関がん診療機
能の客観的・第三者
評価標準システムに
関する開発研究

18 20 がん臨床研
究

坪井　栄孝 全国のがん診療施設の機能を専門的・
客観的に評価する評価項目体系を策定
した。平成20年度は策定した評価項目
体系の妥当性・実用性を評価する目的
で全国の922施設を対象にアンケート調
査を実施し、さらに5施設7人を対象とし
てヒアリング調査を実施した。アンケート
調査では350施設から回答を得 (回答
率38％)、本評価項目を自己評価用
ツールとするには用語や評価基準を明
確にする必要性があることが示された。
また、ヒアリング調査では内容の妥当性
について意見および内容を充実させて
いくための示唆が得られた。

がん診療機能評価に特化した｢がん診
療機能評価項目体系案Ver.1.0｣を作成
し、日本全国の都道府県がん診療拠点
病院、地域がん診療連携拠点病院、国
立高度専門医療センター、大学病院
等、922施設を対象としたアンケート調
査および5施設の担当者にヒアリング調
査を行った。その結果、自己評価用に
用いるためには、一部の項目や用語に
検討の必要があるものの、がん診療機
能の評価に使用しうると考えられた。ま
た、病院の役割別に別立てとすると実
用性の向上に資する可能性、病院の達
成目標を示す役割を有する可能性が示
唆された。

平成18年度に実施したヒアリング調査
の結果、I. 病理診断、II. 化学療法、III.
放射線治療、IV. 緩和ケア、V. 薬剤部
の各領域におけるがん診療の問題点
が明らかになった。また各領域において
がん診療の質を担保するために必要な
人員配置と求められる専門的知識・能
力が同定された。平成19年度には、専
門家意見と学術的専門的資料に基づき
がん診療機能評価の体系の改訂プロセ
スを進め、評価指標体系を開発すること
ができた。平成20年度には「がん診療
機能評価項目体系案Ver1.0」を作成し
た。

三年間の研究の結果、拠点病院の要件
や提出データ内容の参考にしうるがん
診療機能評価項目体系を策定した。当
該評価項目体系を利用してがん診療機
能を評価することは、今後のがん診療
連携拠点病院評価に資するものであ
る。

特になし

0 0 0 0 1 0 0 0 0

がん拠点病院の配置
シミュレーションに関
する研究

18 20 がん臨床研
究

宇田　淳 医師偏在の中、専門医の確保など、課
題もあり、診療科、医師の再編は、難し
いものといえるが、拠点病院の整備検
討に、地理情報システムを用いた検討
は、有益といえた。なお、がん診療のエ
ビデンスとして、ＤＰＣデータでは、不十
分であり、レセプト情報に院内がん登録
情報を組み合わせることで情報を補完
するシステム構築が必要であるといえ
た。

既に、がん拠点病院が指定され、富山
県は、疾患別に各病院が役割を担うと
いう、仕組みの合目的的な合理性は認
められる一方、他県との整合性がない
などの指摘もある。このような観点から
も、拠点病院と協力病院のような新たな
システムが必要であり、役割分担と実
績との関連を明確にし、エビデンスを開
示する必要がある。

ー 各種統計などから得られる多くの地域
特性について、各情報を地図上に表現
して整理・検討することはこれまで困難
であったが、近年のコンピュータ技術を
用いた地理情報システムを用いること
により、さまざまなシミュレーションの実
行が可能になってきている。本研究で
は、がん患者の受療行動から医療施設
配置の簡易な評価手法を開発・検討す
ることにより、がん患者の広域医療協力
体制の計画策定に資することが期待さ
れる。同時に他の疾患でも、可能であ
り、医療計画等の基礎資料として、か
つ、地域医療機能評価としても期待でき
る。

特になし

7 2 0 0 1 0 0 0 0

がん患者の医療機関
受診に関する動態調
査

18 20 がん臨床研
究

津熊　秀明 受療動態の実態について学術論文で
報告した。

がん医療の均てん化を目指す上で、地
域のがん患者のうち、がん診療連携拠
点病院によるカバー率をどの程度まで
向上させる必要があるか、拠点病院で
治療を受けた患者の生存率と地域全体
の生存率との差との相関分析から吟味
し、胃、大腸、乳房では40%程度以上、
肺、肝では60%程度以上、それぞれカ
バーする必要があると結論した。

ー 施設別治療件数と生存率との関連を分
析することにより、がんの主治療を担当
する医療機関を集中化することで、地域
のがん患者の生存率が向上すると予測
されること、またこれを実現する為に
は、地域におけるがん診療の役割分
担・連携を推進する必要が明らかになっ
た。わが国のがん医療均てん化の方向
性と、これを達成した場合のがん死亡
減少効果を試算し得た。

研究成果の報告会を開催した。

2 17 3 0 1 3 0 0 0

緩和ケアのガイドライ
ン作成に関するシス
テム構築に関する研
究

18 20 がん臨床研
究

下山　直人 緩和ケアにおけるがん疼痛治療ガイド
ラインシステム構築の研究を行ったこと
により、１．緩和ケアの普及が遅れてい
る小児科領域などでのガイドライン作成
に貢献できたこと、２．施設や緩和ケア
施行形態（チーム、病棟、在宅）の違い
に基づく、ニーズの違いを考慮したガイ
ドライン作成を視野にいれたこと、３．痛
み治療の専門家向け、非専門家むけを
分けたこと、４．科学的な根拠が足りな
い領域に対して、臨床試験のみならず、
基礎研究の推進によってエビデンスレ
ベルを高めることに貢献できたことは成
果と考えることができる。

緩和ケア領域でのがん患者の症状緩和
法は、エビデンスレベルの高いものが
ほとんどないが、現状での指針は発信
する必要がある。それによって全国の
がん性疼痛患者の救済が可能となる。
その中でガイドラインの作成によって、
オピオイドなどの標準的治療法になりう
るもの、鎮痛補助薬などエビデンスレベ
ルが低い方法を明確にし、最低限の痛
み治療法を普及させるだけでなく、足り
ない所に対して臨床試験、基礎研究を
刺激することが可能となった点が有用
である。

がん疼痛治療を行う施設、職種、緩和
ケア施行形態は種々であるが、そこで
緩和ケアを必要としている患者のニー
ズは異なり、また提供する施設での緩
和ケアの特色も異なることが多い。また
そこで緩和ケアを担当する医療者の専
門性も、提供する緩和ケアに影響を与
える可能性が高い。今回、それらを考慮
して、痛みの専門家でない医療者向
け、専門家として関わる医療者向けの
ガイドラインを作成するシステムを作っ
たことは意義があると考える。

行政的に最も大きな貢献をした点は、
平成１８年度に緩和ケアのグランドデザ
インを作成するために、日本における
緩和ケアに関する知識、教育について
の研究報告、欧米の緩和ケア関連施設
の調査、比較を行ったことであり、それ
を元に緩和ケア関連の学会の代表を集
め、日本の緩和ケアの将来あるべき姿
についての活動目標を設定したことで
ある。厚労省が進めている緩和ケア研
修はこの指針に基づいて行われてお
り、その行動目標は順調に達成されつ
つある。

厚生労働省委託で行われている日本緩
和医療学会主催の講習会の開催、日本
緩和医療学会の行動目標の設定のな
かにも本研究の結果が反映されてお
り、日本の緩和医療の指針を作った役
割は大きいと考える。

0 0 116 65 193 8 0 0 1
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相談内容の分析等を
踏まえた相談支援セ
ンターのあり方に関す
る研究

18 20 がん臨床研
究

雨宮　隆太 相談内容の分析から相談に対する対応
として情報提供の占める割合が高いこ
と、地域医療機関や自院各部署間の連
携業務の重要性、さらに相談者の病期
や治療に関する理解度を把握し、情緒
的反応にも配慮した情報提供が必要で
あることが判明した。

相談支援センターの機能面に於いて
は、がん専門病院、大学病院、一般総
合病院に於ける人員や体制にかなりの
相違があることが判明した。相談内容
の把握を基に相談業務の全国的な均て
ん化を進める上で相談内容をデータ
ベース化が有用であることが示され、市
販データベースソフトの活用やウェブ上
でのデータベース作成が行われ、運用
が開始されている。

相談支援センターの機能面での相違を
補い、全国的に均てん化した相談支援
センターを運営していく上ではガイドライ
ンの策定がひとつの解決手段となること
が判明した。茨城では地域の拠点病院
さらにはがん診療を担っている地域の
中核病院の情報を集めたハンドブック
の作成利用されている。この様なハンド
ブックが相談業務の均てん化の一方策
になると思われた。

今後、相談支援センターの機能の均て
ん化や質の向上を図る上で、各都道府
県に於ける地域がん診療連携拠点病
院間の連携、さらには都道府県がん診
療連携拠点病院による全国的な連携が
必要であることが周知された。

各種がん診療体制をやさしく説明したパ
ンフレットの作成は、患者さんやご家族
のがんに対する理解を深める上で有用
であった。

24 1 1 0 3 0 0 0 0

がん対策における管
理評価指標群の策定
とその計測システム
の確立に関する研究

18 20 がん臨床研
究

祖父江　友孝 ガイドラインを元にして実際の診療を検
証するための指標を開発したことで、こ
れから行うべきがん医療の均てん化施
策の効果評価のための基礎的なツール
が提供された。診療の質を評価する際
に必要な、ガイドラインから評価指標へ
の転換と、専門家パネルによる選択プ
ロセスを減ることで妥当性の高い評価
指標が明示的に決定された。また、実
際に使用可能なデータ源の検討が行わ
れたことで、現存のデータの診療の質
評価における有用性に関する検討が行
われた。

エビデンスと合意に基づく診療の質指
標の開発を試みたことにより、標準が決
定可能な分野、未決定な分野の区別が
明確になった。また、臓器横断的に研
究者が集合して検討を行う機会が提供
されたことにより、診療の特徴やバラン
スなどが検討される場が提供されたと
言える。

今回はガイドラインの使用方法の1例を
提供しているが、ガイドラインそのもの
を開発したわけではない。診療の質指
標については200余のプロセス指標が
開発された。

これまで診療の質が可視化されること
はなく、がん医療の均てん化についても
検証のための仕組みは存在しなかった
が、その仕組み構築の第1歩として、基
準となるべき診療行為を定義することが
可能となった。これらを使用して医療機
関へのフィードバックなどを行うことによ
り、均てん化の精神である全国での等
しい診療の質の底上げへの道具になる
と考えられる。

日経BP社による、インターネット記事、
がんナビに活動が紹介された。

1 1 1 0 1 1 0 0 0

遠隔診断の技術を用
いたがんの病理診断
支援のあり方に関す
る研究

18 20 がん臨床研
究

松野　吉宏 バーチャルスライド装置を有効に活用
するための方策、事例を集積し、問題
点を洗い出すことができた。各医療機関
における運用、記憶媒体や機器自体の
操作性、回線環境などの問題点が明ら
かになった。

本研究の性格上、臨床的アウトカムを
評価することにはなじまない。ただし、
バーチャルスライドを用いて病理診断業
務の外部精度管理や、難解症例のコン
サルテーション等が効率よく実施できる
ようになると、間接的にがん診療水準
の向上が期待できる。

ー 班研究を通じ、がん診療連携拠点病院
の病理責任者への情報提供や議論を
行ってきたことから、各地域や機関の実
情にあわせたバーチャルスライドの導
入や有効利用が促進され、やがてがん
の病理診断水準の均てん化の核となる
ものと考えられる。厚労省ががん診療
連携拠点病院に対して行うバーチャル
スライド導入補助事業の理解と浸透に
一定の役割を果たしている。

日本病理学会、日本臨床細胞学会にお
いても注目度は高い。また日本テレパソ
ロジー・バーチャルマイクロスコピー研
究会等の関連学会と歩調を合わせて研
究を遂行した。

4 11 0 0 13 0 0 0 0

通院治療・在宅医療
等、地域に根ざした医
療システムの展開に
関する研究

18 20 がん臨床研
究

湯地　晃一郎 病院勤務医師向けの在宅医療導入に
関する手引き、「案ずるより任せるが吉
在宅医療」を作成し、がん拠点病院に
5000部を送付、各種シンポジウムで配
布した。

「案ずるより任せるが吉　在宅医療」を
作成し、がん拠点病院に5000部を送付
後、病院勤務医師より在宅医療の周
知・患者啓蒙の観点で冊子が有効だっ
たと報告があった。

ー 特になし 特になし

5 1 0 0 14 0 0 0 2

地域に根ざしたがん
医療システムの展開
に関する研究

18 20 がん臨床研
究

秋月　伸哉 わが国において、地域レベルでのがん
緩和医療の連携モデルは確立していな
い。本研究では地域医療従事者、地域
住民のニーズに応じたモデルを立案し、
モデルに基づく3年間の介入を行った。
介入前後に地域の緩和医療の質指標
の向上を認めた。対照群をおいた比較
試験ではなく介入と結果の因果関係を
証明できないが、このような地域介入
が、都市近郊型地域の地域がん緩和医
療連携モデルとして一般化できる可能
性が示唆された。

地域がん緩和医療連携モデルの実践と
平行して、急性期緩和ケア病棟運営、
地域緩和ケアチーム、外来がん患者の
抑うつに対するスクリーニング、患者情
報共有のためのデータベース、院外型
の相談支援センターなどのプログラム
開発と実践を行った。それにより各プロ
グラムの実施可能性、地域モデルへの
導入に際しての問題点を明らかにした。
施設を越えた活動の医療従事者の理解
や抵抗への対応、地域レベルでの活動
をコーディネートできる人員の技術やコ
ストが共通した問題であった。

本研究においてガイドラインは開発しな
かった。地域がん緩和医療連携モデル
の成否については3年間で判断すること
は難しく、今後も同様の調査、介入を当
該地域で行う予定である。介入内容が
地域がん緩和医療連携モデルの方法と
して、調査内容・方法が地域がん緩和
医療の質調査の方法として、一般化で
きる可能性がある。

本研究の介入は、医療機関だけでなく
対象地域の行政（特に保健所）と連携し
て行われた。行政が臨床的にがん医療
にかかわる方法を提案した。本研究で
は特に、多職種での地域ネットワーク活
動の要としての活動、地域社会福祉協
議会など医療以外の地域資源との連携
とのサポート、市立図書館や市役所な
どでの広報活動などを行った。また地域
がん緩和医療の質の指標は県が持つ
データから得られたものが多い。県など
ががん対策の効果の指標として定期的
に評価、公表するデータの提言となりう
る。

毎年1回の市民公開講座を行い、150名
弱の地域住民が参加した。また多施設
多職種が集まる症例検討会の様子や、
院外型相談支援センターの活動につい
て、NHKをはじめとしたTV、新聞に複数
回報道された。また活動内容について
近隣地域の保健所や包括支援センター
などで講演を行った。 31 10 12 42 74 0 0 0 3
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がん対策の実施基盤
及び推進体制に関す
る国際比較研究

18 20 がん臨床研
究

武村　真治 アメリカ、イギリス、オーストラリア等の
諸外国のがん対策の実施基盤及び推
進体制の実態（計画・システム、法的基
盤、緩和ケア、人材育成（専門医、専門
スタッフ）、職域・労働衛生、医薬品等の
開発、高度先進医療、たばこ対策等）を
表す詳細なデータベースが構築され、
今後より詳細な国際比較研究を実施す
る上での基礎的知見を得ることができ
た。

都道府県のがん対策の推進に向けた
研修を企画し、そのカリキュラムとして、
諸外国のがん対策の実施状況に関す
る講義、諸外国のがん計画の策定プロ
セスを参考にした計画策定・評価の演
習などを実施することによって、地域の
がん対策の関係者の能力・技術を向上
させることができる。

ー 第２回がん対策推進協議会の資料とし
て活用された（資料３「海外におけるが
んに係る計画等について」の別添２
「NHS Cancer Planの概要」：
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/04
/dl/s0417-3c.pdf）。

特になし

0 0 2 0 5 2 0 0 0

がん予防に資する未
成年等における包括
的たばこ対策に関す
る研究

18 20 がん臨床研
究

原　めぐみ 国内で受動喫煙の把握に使用されてい
るELISA法の測定キットの妥当性がGC-
MSによるたばこ煙暴露の詳細な検討に
より確認された。受動喫煙の影響がな
い場合のコチニンの暫定基準値は唾液
で0.5ng/mL以下、乾燥濾紙尿で
5ng/mgCre以下が妥当と考えられた。
未成年者や妊産婦のたばこ対策は緊
急の課題であるが、これまでバイオマー
カーを用いた受動喫煙状況の実態調査
は十分になされていなかったが、本研
究により幼小児、学生、妊産婦の２、３
割が受動喫煙の被害を受けていると推
定された。

わが国では未成年者や妊産婦の禁煙
治療に関してはガイドラインなどが存在
しないため、未成年者、妊産婦への禁
煙治療・禁煙支援に関する主要文献を
選択し、構造化抄訳集を作成し、ガイド
ライン作成のための作業をすすめつ
つ、諸外国でのニコチンパッチの使用
条件を調査したところ、主な先進国で
は、ほとんどが18歳以上で問題なくニコ
チンパッチ使用が認められており、フラ
ンスでは15歳以上からニコチンパッチ
が許可されていた。また13から17歳で
も、使用中止に至るような有害事象は
報告されていないことが確認された。

喫煙の疫学関連情報、禁煙治療関連、
未成年、妊産婦、胎児、周産期をキー
ワードとして、MedlineおよびCochrane
Centralデータベースより1995年から
2007年の論文3308件、医学中央雑誌
より1991年から2007年の論文710件を
検索し、合計4018件の医学論文から
124件の論文を選択した。これらに関し
て構造化抄録および総論的なまとめを
作成し、わが国の未成年喫煙者、妊産
婦喫煙者に対する禁煙治療・禁煙支援
のガイドライン作成の基礎資料とした。

地方自治体の母子保健領域におけるた
ばこ対策の実施状況に関する全国調査
は行政的資料として価値のある成果が
得られ、母子保健領域のたばこ対策は
全国で充分にできていない可能性が示
唆された。また、厚生労働省が実施した
第１回から第５回の２１世紀出生児縦断
調査および人口動態調査出生票の集
計データ分析も行政的資料として価値
があり、10代、20代の両親の喫煙率は
極めて高く、両親の喫煙行動と児の疾
患および事故発生が密接に関連してい
たことが確認された。

平成20年度日本小児科学会総会の関
連集会として「子どもの防煙合同研究集
会」を開催し、本研究班の成果を発表
し、小児科医へ本研究課題の重要性や
必要な対策などについて啓発普及がで
きた。

23 1 9 0 26 3 0 0 0

都道府県等の生活習
慣病リスク因子の格
差及び経年モニタリン
グ手法に関する検討

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

吉池　信男 健康増進施策、生活習慣病予防対策
（特にメタボリックシンドロームを中心と
した一次、二次予防プログラム）に関わ
る疫学的評価研究に活用し得る、基礎
データ（腹囲測定の精度管理、HbA1c及
び脂質測定の精度管理プログラムな
ど）や統合データ（都道府県健康・栄養
調査を活用したデータベース）の蓄積や
発信を行うことができた。そのことによ
り、関連領域の研究が推進されることが
期待される。

都道府県の公衆衛生担当者、健康増進
及び栄養政策担当者が活用できるデー
タや情報の整理と発信（都道府県健康・
栄養調査の実態に関するレビュー、都
道府県指標データベース、生活活動時
間調査マニュアル、健康・栄養調査の
精度向上を目指した企画・運営・評価の
技術支援等）を行った。そのことにより、
都道府県健康増進計画の策定・評価・
改善がより良く実施されることが期待さ
れる。

都道府県健康・栄養調査の集計方法は
都道府県によって様々であるため、国
全体および他県との比較は容易ではな
く、また、健康増進計画等の評価に用い
る際の統計処理にも定まったルールが
なかった。そこで、｢健康・栄養調査の集
計と統計処理に関するガイドライン｣を
作成し、さらにデータ活用のための集計
用PCソフトウェアを作成した。これらは、
国立保健医療科学院における都道府
県担当者を対象とした研修で活用され
た。

本研究の成果として、｢腹囲測定の精度
の検討｣（平成19年度）、｢国民健康・栄
養調査による全国及び地域ブロック別
の生活習慣病リスク因子のモニタリング
精度の検討｣（平成20年度）は、それぞ
れ特定健康診査における腹囲測定方
法の留意事項（特に着衣時の測定につ
いて）及び平成21年国民健康・栄養調
査の標本設計（厚労省健康局の国民健
康・栄養調査企画検討委員会で検討予
定）の基礎資料として活用された。血液
検査の精度管理に関わる研究の成果
は、継続して国民健康・栄養調査の実
施・運営において活用されている。

研究班の成果については、分担研究者
が所属する国立健康・栄養研究所及び
国立保健医療科学院が主催する、都道
府県や保健所の健康増進・栄養政策担
当者を対象とした研修に毎年度活用さ
れている。また、栄養調査の技術的な
検討事項については、国立健康・栄養
研究所のホームページから随時公開さ
れ、活用されている。

2 29 25 4 40 10 0 2 6

勤労者の健康づくり
のための給食を活用
した集団及びハイリス
ク者への対策に関す
る研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

石田　裕美 職場給食を利用者の食環境と捉え、ポ
ピュレーションアプローチの方法として
の食環境介入プログラムの有効性を検
証するためにトランスセオレティカルモ
デルを集団に適用した研究として特徴
がある。またITを活用し、非接触型IC
カード「FeliCa」を用いた電子マネーサー
ビスによる個人識別･決済技術を応用し
て利用者の手を煩わすことなく食堂で
の食事の選択内容の履歴や身体計測
情報を収集･蓄積し、それに基づくセル
フモニタリングやアセスメントを実施する
ことの有効性を検証した。

昼食1食であっても、継続的に繰り返し
て食物と情報に同時にアクセスすること
で、意識･態度レベル、行動レベルの変
化が認められることを確認できた。同時
に、昼食1食の選択内容を継続的にセ
ルフモニタリングすることは、30歳代、
40歳代の適正体重から肥満方向へ片
寄り始めた対象者の体重減少に結びつ
く可能性が示唆された。給食を活用した
プログラムは、無理のない継続的な体
重減少や適正体重の維持につながると
考えられる。

職場給食における食環境整備の具体
的な方法・実施手順･評価方法について
ガイドブックを作成し、保健所、特定給
食施設、受託給食会社などに普及す
る。このことにより、健康増進法施行規
則に示された特定給食施設における栄
養管理の基準を事業所給食施設に合
わせて具体的に実施方法を提示でき
た。

適切な栄養管理の実施水準が最も低い
職場給食において健康増進法の趣旨を
反映した取り組みを行ったことで、法的
整備の意義の検証にもつながる結果が
得られた。さらに特定健診･特定保健指
導制度の実施に伴い、情報提供、動機
付け支援などの一方法として給食を活
用したポピュレーションアプローチの具
体的な方法の提示につながった。事業
所給食施設が健康づくりの場として有
効であることを広く普及し、保健所の管
理栄養士の業務のひとつである特定給
食施設支援の具体的な方法等行政栄
養士の理解を深めることにつながった。

企業の総務・人事担当者、健康保険組
合、給食業務受託事業者、産業医、保
健師、管理栄養士などを対象にシンポ
ジウムを開催した。また本研究班関係
者を中心とした座談会が公衆衛生情報
(vol38,No5,2008)に掲載された。これに
より、研究代表者および研究分担者が
保健所管理栄養士の給食施設支援事
業の企画や評価に関する研修会、保健
所開催の給食施設支援関連の講習会
の講師として全国的に活動した。特定
健診･特定保健指導の実施にあわせ、
給食事業受託事業者が取り組むヘル
シーメニューの開発などが新聞でも紹
介された。

2 0 2 0 7 0 0 0 3
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エネルギー必要量推
定法に関する基盤的
研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

田中　茂穂 家事活動などの日常生活活動を評価で
きる加速度計を開発し、総エネルギー
消費量評価精度が改善したことは、学
術的にオリジナリティのある結果であ
る。身体活動量や総エネルギー消費量
推定のための質問紙法において、歩行
のみならず日常生活活動の評価法に焦
点を当てる必要があることを示唆する
結果でもあり、実際にそのような項目が
含まれた質問紙の妥当性についても、
先行研究より優れた結果が得られた。
また、身体活動による代謝亢進の影響
に関しては、米国の食事摂取基準の考
え方と異なる結果であった。

従来、エネルギー消費量・必要量を正
確に推定することは困難であったが、加
速度計を用いて、これまでよりかなり正
確に評価できるようになった。質問紙に
ついても、具体的な方法論を提示でき
た。今後、様々な対象集団における妥
当性評価は必要であるが、目的に応じ
た方法論の選択肢を提示できた。今
後、保健指導や様々な研究・調査にお
いて妥当性の確認された方法が利用で
きることとなった。

2009年3月現在、「食事摂取基準策定
検討委員会」（第3回委員会は2009年3
月27日開催）により策定が間近となって
いる「日本人の食事摂取基準（2010年
版）」において、基礎代謝量の値や推定
法、二重標識水法を用いたエネルギー
消費量・必要量の対象集団別の値や推
定法、身体活動後の代謝亢進に関する
影響などについて、当研究班の発表し
た約10件の論文を引用して推定エネル
ギー必要量の決定に利用される見込み
である。

「健康づくりのための運動指針2006」に
おける身体活動量（“エクササイズ”）の
評価法についても検討の余地がある
が、本研究で、その客観的な指標として
の歩数の有用性および限界について提
示することができた。今後さらに必要
な、質問紙法による方法論の確立にお
いても参考となる結果である。

本研究で得られた結果の一部は、新た
に始まった特定保健指導における運
動・身体活動量の評価にも利用できる。

2 13 11 0 12 6 0 1 0

民間衛生施設を活用
した健康増進のため
の効果的なシステム
の開発及び評価に関
する研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

大賀　英史 保健センターや大学、保健医療機関な
どの施設で、専門家が実施する指導と
異なり、生活者の場面で、専門家が指
導し、継続的な学習者には知識と試験
と実技の試験を実施して認定したアドバ
イザーが仲間を増やしながら広めるシ
ステムは、継続的な参加率が高く、主体
性を高めることが確認できた。

参加者のうち、長年、脂質異常や高血
糖の症状の服薬をしていた者が、ライフ
スタイルを改善することに興味を持ち、
短期間で服薬が不要となった者が現れ
る傾向を確認できた。

静岡県小山町食育推進計画の策定委
員長として、研究成果のうち、ソーシャ
ルキャピタルとマインドフルネスの考え
方を色濃く反映させた平成２１年度から
の食育推進計画を策定した。

神奈川県横浜市国民健康保険課が実
施する国保加入者への特定保健指導
において、アウトソーシング業務を受託
する保険指導を行う機関を選定する委
員会の委員長として、研究成果を反映
させた。

読売新聞　全国版　特集「つながる」
「健康」を軸にまちづくり　銭湯でメタボ
講座　専門家が企画　 2007年12月22
日ＦＭ西東京　2007年8月12日「大人の
放課後」　健康づくりで仲間づくり・まち
づくり 0 0 1 0 3 2 0 2 2

脳卒中地域医療にお
けるインディケーター
の選定と監査システ
ム開発に関する研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

峰松　一夫 全国実態調査の解析結果や各モデル
地域（大阪北部地域、秋田医療圏、川
崎市広域医療圏、福岡市・周辺地域医
療圏）での活動成果をもとに、脳卒中救
急医療体制や地域医療連携の現状お
よび問題点を初めて明らかにすること
ができた。さらに、地域別解析を行うこと
によって、脳卒中医療の現状にかなり
の地域格差があることを示した。本研究
班の研究成果は、国内外の学会で発表
され、またStroke誌、日本脳卒中学会
誌など国内外の雑誌に多数掲載され
た。

人口密度分布別の脳卒中救急医療体
制の現状について検討した結果、人口
密度が低い地域ほど脳卒中救急医療
体制の整備が遅れていることが示唆さ
れ、脳卒中救急医療体制の抜本的再構
築を行ううえで極めて重要な情報が得
られた。また、地域医療連携体制を構
築するうえでの重要なポイントや問題点
をまとめ、脳卒中地域医療連携に関す
るインディケーター案を提言した。

すでに欧米では、適切なインディケー
ターを用いて脳卒中急性期医療の質を
評価するシステムが確立されている。わ
が国においては、脳卒中医療の質を評
価するシステムは全く存在しなかった
が、本研究班によって初めて、わが国
独自の脳卒中急性期インディケーター
の選定がなされ、各インディケーターの
選定根拠、エビデンス、および実際の測
定方法をまとめたマニュアルが作成され
た。

この度の医療法改正において、脳卒中
が4疾病5事業の一つに指定された。脳
卒中医療計画の中では、医療機能の分
化・連携の推進を通じて継ぎ目のない
地域医療の提供を実現することにより、
良質かつ適切な医療を効率的に提供す
る体制を構築し、国民の医療に対する
安心・信頼の確保を図ることを目的とし
ている。本研究班の研究成果は、まさし
く良質な継ぎ目なき脳卒中地域医療の
提供に大きく貢献できると考える。

分担研究者の所属施設を中心とした各
モデル地域において、脳卒中地域医療
連携に関する活動が行われた。その研
究成果を発表し、各地域特有の問題を
議論する場として、初年度1回、次年度2
回、最終年度2回の合計5回、公開シン
ポジウムを開催した。また、ホームペー
ジの作成も行った。

16 24 71 5 31 16 0 0 5

内臓肥満の要因と動
脈硬化促進に関する
総合的研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

下方　浩史 内臓肥満の頻度や動脈硬化性変化と
の関わりなどは一般住民ではまだ十分
明らかにはなっていなかった。本研究で
は患者やボランティア集団ではなく一般
住民での長期的な追跡で、内臓肥満に
関する実態に関する基礎的データを網
羅的に得られ、動脈硬化性病変への発
展についての貴重なデータが得られ
た。特に内臓肥満に関する膨大なデー
タから内臓肥満発症の危険因子を網羅
的な解析にて抽出し、さらに縦断的解
析から危険因子の検証ができた。

内臓肥満予防のためには歩行が最も有
用であり、特定の遺伝子多型を持つ者
での歩行の有用性も示された。また内
臓肥満は膜性動脈の動脈硬化、小動脈
や最小動脈の動脈硬化と有意に関連し
ていたがその影響は比較的小さく、内
臓肥満から動脈硬化性病変への発展
は内臓肥満だけでなく、その他のリスク
が重積することが動脈硬化疾患のリス
クとなり、内臓肥満だけでは動脈硬化
疾患のリスク予知因子としての感度は
不十分であることが明らかになった。

ー 内臓肥満の危険因子を明らかにするこ
とで、その予防が可能となり、内臓肥満
に関わるメタボリック症候群や糖尿病、
動脈硬化などへの予防を通じて国民の
健康を守り、その結果国民の医療費を
削減することにより、福祉や厚生行政な
どへの貢献も期待できる。

読売新聞　平成21年3月1日朝刊、メタ
ボ　腹囲だけでは「不十分」

3 5 6 0 9 4 0 0 5
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慢性心不全基本治療
薬である利尿薬のク
ラス内予後改善効果
の差異に関する研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

増山　理 我々はラットの心不全モデル（ダール食
塩感受性高血圧ラット）において長時間
作用型利尿薬アゾセミドには死亡率減
少効果があるが短時間作用型利尿薬フ
ロセミドにはないことを明らかにした。今
回我々はそれが人間にも応用できるの
ではないかと考えて、慢性心不全患者
320例をアゾセミド群とフロセミド群(各群
160人ずつ)にランダム化して登録し、予
後を調査している。残念ながらまだ所期
の成果は得られていないが、心不全治
療におけるループ利尿薬の使用法に関
するデータはきわめて乏しく、貴重な知
見が得られると期待される。

登録した320例の平均年齢は72歳であ
り、左室駆出率が50％以上と正常範囲
であるいわゆる拡張障害の心不全患者
が54％を占めており、現在の日本の心
不全の実態を反映した患者群であっ
た。これまでの日本の心不全臨床試験
では収縮能の低下した患者しかエント
リーされておらず、今回の解析におい
て、日本人の心不全患者の分布、拡張
不全患者の特徴が明らかにされた。心
不全患者の約半数を占める拡張不全
患者に関するエビデンスは皆無であり、
かかる点からも最終結果が期待され
る。

日米欧のどの慢性心不全ガイドライン
においてもループ利尿薬に関するエビ
デンスそのものがないと記載されてお
り、ましてやそのクラス内での差異には
全く触れられていない。まだ最終的な結
果は得られていないが、すでに26例の
症例が一次エンドポイントに到達してい
る。もし長時間作用型利尿薬と短時間
作用型利尿薬の優劣が明らかになれ
ば、たとえどのような結果であれ、世界
中の慢性心不全ガイドラインが書き換
えられることは間違いない。

これまでに本邦ではJ-CHF、J-DHF、
MUCHA、ARCH-J、EPOCHなどの慢性
心不全薬物治療に関する多施設共同
研究が行われてきた。しかし公的資金
が導入されて行われたJ-CHFやJ-DHF
はいずれも登録目標に未達成である。
そのほかの臨床試験はメーカー主導で
行われた。J-MELODIC試験は、本邦で
初めて300人を超えた規模の公的資金
が導入された心不全の臨床試験と位置
づけられる。慢性心不全の悪化による
入院を予防し医療費を抑制する為の貴
重なデータが1年半後には得られるもの
と確信している。

現在さまざまな学会のセミナーやシンポ
ジウムにおいてJ-MELODIC試験の概
要を紹介しているが、いつも多くの質問
が寄せられる。ループ利尿薬に関する
エビデンスがこれまでになかったためと
思われ、専門医の関心の高さがうかが
われる。慢性心不全患者は増加の一途
をたどっているが、その大半の患者がフ
ロセミドを内服しているので、その薬を
切り替える必要があるとなれば、マスコ
ミなどにも大きく取り上げられることにな
ると思われる。

0 1 4 0 2 0 0 0 0

慢性心不全における
メタボリック症候群の
意義に関する研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

下川　宏明 我々は20歳以上の慢性心不全患者を
対象とし、メタボリックシンドロームの合
併の有無と、基礎心疾患・症状の重症
度・心機能・身体活動能力・心血管イベ
ント・予後などとの相関を比較検討する
ものである。この研究１の成果として、
慢性心不全患者においてメタボリックシ
ンドロームを有するのは３８％であり、
軽いメタボリックシンドロームは３％、重
症メタボリックシンドロームは３５％と、
慢性心不全患者におけるメタボリックシ
ンドロームは重症化していることが示唆
された

メタボリックシンドロームを合併した慢性
心不全患者に、積極的な食事療法、運
動療法を行い、肥満・高血圧・高脂血
症・糖尿病の改善を図るとどうなるかを
検討している。このメタボリックシンド
ロームを有する慢性心不全患者におけ
る積極的食事療法・運動療法の介入研
究に関して、今後５年間経過を追い、結
果が得られる予定である。

最終結果が得られるのは、５年間の観
察以降の予定であるが、本研究で得ら
れた患者登録データに基づいて、メタボ
リックシンドロームが心不全増悪因子で
あることが示されれば、慢性心不全治
療におけるメタボリックシンドロームの
治療の重要性が明らかになる。また、
慢性心不全の重症度や予後が、メタボ
リックシンドロームの有無で違いがあれ
ばその治療目的がより明確になる。そ
の結果、早期より効果的に慢性心不全
を予防することが可能になり、臨床応用
できる極めて有用なエビデンスが得ら
れることが期待される。

本研究により、メタボリックシンドローム
が心不全増悪因子であることが示さ
れ、その治療の重要性が明らかになれ
ば、現在、我が国で増加している心不
全患者に対する効率的治療法が確立さ
れ、大幅な医療費抑制効果が期待され
る。

平成21年1月30日に東北大学にて、厚
生労働省班研究での成果「わが国の慢
性心不全患者のメタボの頻度は一般人
口の２倍以上！」について記者説明会
開催を行った。

0 0 0 0 3 0 0 0 0

幼児期・思春期にお
ける生活習慣病の概
念、自然史、診断基
準の確立及び効果的
介入方法に関するコ
ホート研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

吉永　正夫 高校生においてはボランティア1,500名
の生活習慣病検診から生活習慣病の
病態、概念、自然史が正確に把握で
き、生活習慣病の診断基準値と一次予
防のための提言を作成できた。幼児・保
護者ペアの検診も行い、幼児期の生活
習慣病の病態解明が進み、基準値（暫
定値）を作成した。思春期において、大
規模集団からのエビデンスに基づいた
診断基準値の作成と提言は世界で初め
てのことである。幼児期のデータは少な
いが、これも世界で初めてのことと考え
られる。至急、論文として発表していく。

思春期（高校生）の心血管危険因子値
と現在の生活習慣というエビデンスに基
づいて提言が作られた意義は大きい。
また、24,000名もの幼児の生活習慣ア
ンケートから幼児と保護者の生活習慣
の密接な関係が証明された。エビデン
スに基づいた思春期の生活習慣病一
次予防の提言は世界的に初めてのこと
であり、また数万人単位のアンケートか
らの幼児の生活習慣の解析も稀であ
る。今後、高校生あるいは幼児期の生
活習慣病予防介入に大きく貢献すると
考えられる。至急、論文として発表して
いく。

『思春期（高校生）の生活習慣病予防に
関する提言-ガイドライン策定に向けて
-』を作成した。内容は1) 運動習慣を身
につけよう；可能なら運動系部活に参加
しよう、運動系部活に参加していない場
合は休日に60分以上運動しよう、2) テ
レビやテレビゲームから離れよう；平日
は１日50分以内、休日は１日100分以内
に、テレビから離れよう、テレビを消そ
う、3) よい食習慣を身につけよう；朝食
を毎日とろう、食物繊維を積極的に摂取
しよう、4) 腹囲が80 cmを超えたら、医
療機関に相談しよう、とした。

思春期（高校生）の生活習慣病一次予
防に関する提言の内容により高校生に
具体的介入を行い、思春期における生
活習慣病予防ができることが、証明でき
れば成人期の生活習慣病予防に繋が
り、国民の健康、厚生労働省行政に大
きく貢献できる。幼児期の生活習慣病
の改善には保護者の生活習慣病への
介入が必要であるが、幼児と保護者の
改善が同時にできる可能性がある。幼
児期への介入は国民の健康、厚生労働
省行政に大きく貢献する。

1) 公開講座開催；聞いてみませんか？
『幼児期から熟年期までのメタボリック
シンドローム』(H19.2.10)
2) 新聞掲載；産経新聞1回 (H19.2.28)、
読売新聞1回 (H19.2.16)、北日本新聞1
回 (H20.4.15)、南日本新聞6回、リビン
グ鹿児島3回 (H19.8.25, H20.8.9,
H20.8.25)
3) 特別講演・教育講演；吉永正夫12
回、伊藤善也6回、内山 聖2回、篠宮正
樹31回、原 光彦9回、宮崎あゆみ3回

11 32 28 2 39 9 0 1 63

多施設共同研究：小
児・思春期（若年）発
症２型糖尿病の合併
症発症率の経年的全
国調査

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

内潟　安子 今回のコホートは全国規模の若年発症
肥満２型糖尿病患者の治療と合併症状
況を把握するもので、大人肥満２型糖
尿病で周知されている合併症発症状況
との差異があるのかどうかも興味あると
ころであった。結果は、同じくインスリン
抵抗性を基盤にしておりながら、大人と
異なり、インスリン分泌低下を来たしや
すく、細小血管障害が大血管障害発症
よりはるかに先行していた。これは新知
見である。

厚労省科学研究補助を得て、全国の小
児科と内科にまたがる年齢層における
２型糖尿病の実態を調査できた。これは
はじめての試みである。これを企画した
のは、この年齢層に発症した２型糖尿
病の治療が２つの科のどっちつかずに
なっていること、発症初期は無症状のこ
とが多く本人の病識が乏しいこと、糖尿
病性合併症が重症化するのが３０－４０
歳代でありQOLを低下させることから、
このコホートは貴重なものである。

血糖コントロール状況と治療と合併症の
今後の推移から、今日の日本人若年発
症２型糖尿病における最適な治療ガイ
ドラインが作成できるものと考えられ
る。ただし、調査は２年間終了したところ
なので、今後５年間は調査する必要が
あろう。

１．学校検尿時の尿糖陽性者へのブド
ウ糖負荷試験時に、血中インスリン値
測定の重要性２．学校検尿制度を高校
生ないし１８歳まで延長する重要性３．
検尿時の尿糖陽性者への合併症有無
のチェックの必要性４．検尿時の尿糖陽
性とともに尿たんぱく陽性者の厳重な経
過観察の必要性５．検尿で発見された
児童のその後の観察体制の整備が今
後の課題となる。

教育医事新聞2007年８月25日号８面。
女性自身2007年7月31日号　54－55
ページ毎日新聞2007年8月17日号　12
面 Up date 2007,5,24特別号10ページ
毎日新聞2006年11月5日タブロイド版
18ページ。NHKきょうの健康　2008年11
月6日「小児期から発症する１型糖尿
病」のなかでも２型糖尿病を一緒に取り
上げた。

0 2 7 0 2 3 0 0 9
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筋肉の量的、質的維
持がメタボリックシンド
ロームの予防に及ぼ
す効果に関する研究
－具体的な筋力ト
レーニングプログラム
の開発－

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

田辺　解 筋力や筋量といった筋因子とメタボリッ
クシンドローム（MS）の関係性を検討し
た研究は、国内外においてわずかであ
る。本研究では、日本人の成人男女に
おいて、筋量や筋力がMSに影響を及ぼ
す可能性を明らかにしたという点で貴重
である。また、筋力トレーニング、有酸
素性運動、及び食事摂取制限を組み合
わせたMS改善プログラムが、内臓脂肪
量、アディポサイトカイン、動脈スティフ
ネス、及び精神健康度等に好影響を及
ぼしたことは、より効果的なMS予防の
ための運動プログラムを検討する上で
重要な基礎的資料となった。

本研究は、重度の疾患を有さない比較
的健康な若~中年者を対象として行い、
筋力トレーニングを含む運動と食事のプ
ログラムがMS改善・予防に貢献するこ
とが示唆された。このように比較的低リ
スクの対象に対して、MS改善・予防効
果の得られるプログラムが示されたこと
は、医療費の1/3を占めるとされる生活
習慣病に対するポピュレーションアプ
ローチ策を検討する上で重要な成果が
得られたと考えられる。

本研究は、当初より、その成果を厚生
労働省による健康づくりのための運動
基準やエクササイズガイドに反映するこ
とを想定して遂行した。結果として、本
研究で示されたMS予防のための筋因
子の基準値や筋力トレーニングプログ
ラムは、それらのガイドラインに反映さ
れるに足りるエビデンスが得られたと考
えられ、将来的にはそれらに反映される
ことが期待される。

本研究は、平成20年度より開始された
特定健診・特定保健指導の現場で活用
することを念頭において、筋因子の基
準や運動プログラム等を作成した。した
がって、本研究の成果は、健診や保健
指導現場を支援するツールとして有効
となると考えられ、今後、本研究の成果
を自治体や企業に普及・啓発していく予
定である。

日本経済新聞、茨城新聞、山陽新聞、
中国新聞等の計16紙の記事やいくつか
のTVプログラムにおいて、本プロジェク
トにおける勤労者に対するメタボリック
シンドローム改善プログラムの成果が
紹介された。

0 1 0 0 18 5 0 0 0

生活習慣病一次予防
に必要な身体活動
量・体力基準値策定
を目的とした大規模介
入研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

高橋　佳子 エクササイズガイド2006で歩数10,000
歩/日および身体活動量23EX/週を満
たす身体活動を実施することで、いくつ
かの健康指標の改善が可能であること
が、約600名の被験者を対象とした横断
研究と、250名の被験者を対象とした無
作為割付介入研究により明らかとなっ
た。また、この研究の途中経過の分析
結果から、25本の原著論文を執筆する
ことができた。

エクササイズガイド2006で示された歩数
10,000歩/日および身体活動量23EX/
週の基準を満たす身体活動の実施は、
糖尿病、高血圧症、脳卒中、虚血性心
疾患の発症や死亡のリスクを30％程度
減少させることが、システマティックレ
ビューの結果明らかとなっていることか
ら、エクササイズガイド2006の身体活動
基準達成を目指す介入は、生活習慣病
対策に有効であると考えられる。  －

最近10年間で、身体活動量の指標であ
る一日あたりの歩数が10-15％程度減
少していることが国民健康・栄養調査で
明らかとなり、我が国の現状に見合った
身体活動量の基準に関する質の高いエ
ビデンスの集積が求められている。本
研究の成果は、平成18年にエクササイ
ズガイド2006で策定された身体活動量
の基準値の妥当性を検証し、今後のエ
クササイズガイドの改訂に資することが
可能である。

適切な身体活動量を維持することは、
生活習慣病の生活習慣病予防や介護
予防といった健康づくりの観点から重要
である。平成20年度から始まった特定
健診・保険指導で活用される、標準的な
健診・保健指導プログラム（確定版）な
らびに教材集における運動・身体活動
指導のあり方に、本研究成果が反映さ
れた。また、2011年に計画されているエ
クササイズガイドの改訂に資するエビデ
ンスを蓄積することができた。

本研究の成果の一部は、2008年11月1
日放送の健康スペシャル２００８　“脱メ
タボ！”や2009年3月11日放送のNHKた
めしてガッテンなどで紹介された他、朝
日新聞、読売新聞などで数多く紹介さ
れた。 3 22 10 0 39 19 0 1 5

自動体外式除細動器
（ＡＥＤ）を用いた心疾
患の救命率向上のた
めの体制の構築に関
する研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

丸川　征四郎 ・AEDを含む心肺蘇生講習時間の短縮
化と100人規模でも同時に実施可能な
講習法の有用性が実証できたので、新
しい講習法として提案した。
・過去5年間の我が国のAEDを含む心
肺蘇生関連文献を可及的に収集し、利
用しやすいエンドノートとして整理した。
・心肺停止、心肺蘇生による脳と心臓の
生理学的変化の解説映像教材を作成し
た。

・市民が使用したAED内部情報を取り出
し臨床治療に活用するシステムと、それ
を全国一カ所で管理するシステムのモ
デルを試験運用した。
・心筋梗塞患者の搬送における遅滞要
因を明らかにしたので、改善の方向が
明らかとなった。
・心肺停止患者の搬送中の胸骨圧迫は
不十分で予後悪化の要因であり、その
改善に機械式胸骨圧迫装置（LDB）が
有用として提案した。

・LDBを用いた病院前救護の手順ガイド
ラインを提案した。
・市中に設置された日常点検等の管理
マニュアルを提案した。

・AED設置台数、設置場所の把握・登
録・公開システムについて提言した。
・医系大学生が受ける講義内容には大
学間格差の過大な事実が判明した。そ
の改善が必要である。
・心肺蘇生などに参加してaftershockに
陥った市民を支援するために、「心のケ
ア」相談システムを構築した。

・45分授業の学校教育に適したAEDを
含む心肺蘇生教材と教育プログラムが
完成した。これについて21年2月11日に
学校教員を対象に公開シンポジウムを
開催した。
・設置AEDの保守点検についての基本
構想はPAMDに提供され、全国20万台
すべてに日常点検など管理体制が行政
指導されることとなった。

1 0 11 3 45 13 0 0 1

健康寿命の地域指標
算定の標準化に関す
る研究

19 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

橋本　修二 地域保健医療福祉の取り組みの計画・
評価への適用に向けて、健康寿命につ
いて、概念の整理、基礎資料の検討、
算定方法の検討を行い、これらの検討
結果を総括して、平均自立期間と健康
寿命の3指標の標準的な算定方法の提
案を行った。3指標はそれぞれ若年者で
の活動性、高齢者での複数の健康状
態、疾患の影響の大きさを表す。今後、
これらの算定方法を用いて、健康寿命
の年次推移、地域分布と関連要因を検
討することが重要である。

ー 「平均自立期間の算定方法の指針」と
「平均自立期間の算定プログラム」を開
発した。都道府県健康増進計画へ平均
自立期間を適用するためのマニュアル
とプログラムとして、厚生労働省健康局
生活習慣病対策室から都道府県等へ
平成20年3月21日に事務連絡された。
なお、「都道府県健康増進計画改定ガ
イドライン」（厚生労働省健康局；平成19
年10月通知）で、平均自立期間は都道
府県健康増進計画の目標項目の1つと
規定されている。

「平均自立期間の算定方法の指針」と
「平均自立期間の算定プログラム」を平
成20年3月に、「同ver.2」を平成21年3
月に健康日本21ホームページ（財団法
人 健康・体力つくり事業財団；
http://www.kenkounippon21.gr.jp/kenk
ounippon21/database/index.html）に公
開した。これによって、都道府県等を含
めて広く利用可能とした。

特になし

1 0 1 0 1 0 0 1 4
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メタボリックシンドロー
ムの保健指導に歯科
的な観点を導入する
ことの効果に関する
研究

19 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

柳澤　繁孝 一口30回咀嚼を約3ヶ月間実施した49
名（男性27名：35±10歳、女性22名：33
±9歳）を分析対象として、身体計測、臨
床検査（ＨｂＡ１ｃ、インシュリン、アディポ
ネクチン他）の変化を検討した。　男性
群では、1ヶ月後に体重・BMI・腹囲の有
意な減少が認められた。3ヶ月後では、
有意差は認められなかったが低い傾向
は続いていた。女性群では、3ヶ月後腹
囲の有意な減少が認められた。臨床検
査ではHbA1cの有意な増加と高分子型
アディポネクチンの有意な増加が認めら
れた。

BMI値25以上（肥満）では体重の減少
が、一方BMIが22以下では不変あるい
は体重の増加で傾向を示した。また、咀
嚼法実施率の高い者では体重等の減
少傾向が示され。咀嚼法は肥満傾向に
ある者では体重減少を瘠せや標準体重
のものへは無用の体重減少効果が無
いことが示唆され、メタボリックシンド
ロームの保健指導の一つとして期待さ
れる。

特になし 特になし 特になし

0 0 0 0 2 0 0 0 0

フッ化物応用による歯
科疾患予防プログラ
ムの構築と社会経済
的評価に関する総合
的研究

18 20 循環器疾患
等生活習慣
病対策総合
研究

眞木　吉信 本研究では、フッ化物局所応用のう蝕と
歯周病原生菌に対する影響を実験的に
検討し、いずれの菌に対して生存促成
効果を認めた。また新しい初期う蝕診断
法の検討を行ったが、臨床での活用に
はさらなる検討を要する。フッ化物総摂
取の健康リスクについては、上限値を
越える個人への配慮をどのようにする
かを、最新の健康リスク評価で検討し
た。

ライフステージにおけるフッ化物応用の
観点から、年齢層別のフッ化物局所応
用法の指針を作成した。その内容は、
フッ化物配合歯磨剤、フッ化物居所塗
布、フッ化物配合予防填塞材の適切な
応用法を示した。

日本人におけるフッ化物摂取基準（案）
をもとにして、平成20年11月18日、厚生
労働省「第八次日本人の食事摂取基準
策定班」のミネラル班のヒアリングを受
けた。その際、参考にされたのが、「日
本におけるフッ化物摂取と健康」（社会
保険研究所、平成19年3月）である。

平成18年度には「う蝕予防のためのフッ
化物配合歯磨剤応用マニュアル」、平
成19年度には「う蝕予防のためのフッ化
物歯面塗布実施マニュアル」を発刊し、
都道府県、市町村ならびに歯科医院で
の応用が可能となるようまとめた。ま
た、「フロリデーションの科学」のＤＶＤを
作成した。

平成19年10月5日日本口腔衛生学会で
シンポジウムを開催した（参加者300
名）。またまとめとして平成21年3月8日
ワークショップを開催した（参加者80
名）。フッ化物応用の研究成果をフッ化
物摂取基準、局所応用法、リスクイメー
ジの観点から提示した。

健診受診者のコホー
ト化と運動、栄養介入
による生活習慣病予
防

18 20 糖尿病戦略
等研究

渡邊　昌 認知行動変容療法をとりいれた自己変
革を中心にした肥満克服プログラムで
どの程度肥満解消ができるのか、また
リバウンドの程度はどうか、ということを
明らかにできた。

食事と運動による肥満解消のみで多く
のメタぼリックシンドロームや高血圧、
耐糖能異常、脂質異常症が改善できる
ことを示せた。

栄養教育や運動ガイドラインに反映さ
せている。

積極的介入により肥満解消がどの程度
達成できるか、またそれによって生活習
慣病のリスク軽減や検査値の改善がど
の適度期待できるかを明らかにした。

NHKのモーニングホットニュース、日経
のメタボ撲滅委員会、日米医学協力事
業、日米シンポジム、日本ラテンアメリカ
老人病シンポジウム、ベトナムハノイと
ホーチミン市における肥満対策シンポ
ジウムにて発表。

3 9 4 1 5 8 0 3 12

メタボリックシンドロー
ムの動脈硬化症早期
発見と治療を目的とし
た網膜病変解析の有
効性に関する前向き
調査

18 20 糖尿病戦略
等研究

荒木　栄一 メタボリックシンドロームを背景とし，糖
尿病を発症した患者において，積極的
な介入が必要な患者を効率的に選択す
る方法が開発される可能性があるもの
と考える。更に動脈硬化性疾患発症予
防における厳格な血糖及び血圧管理の
意義が明らかとなり，内科的な治療介
入の新たな指標を作成できる可能性が
ある。

心血管疾患発症のハイリスク者の効率
的な同定と，有効な治療指針に基づい
た効率的な管理が可能となり，将来的
に本疾患による社会損失を最小限に抑
制することが予想される。さらに早期発
見と予防的治療（及び早期治療）の導
入による医療コスト削減を目指し，医療
経済面においても大きく貢献できるもの
と考える。

メタボリックシンドロームを背景とし，糖
尿病を発症した患者における血糖及び
血圧の管理目標に関するガイドライン
の開発において，新たな指標を作成で
きる可能性がある。

メタボリックシンドロームを背景として発
症した糖尿病，さらに血管合併症の発
症によって引き起こされる社会損失を最
小限に抑制し，早期発見と予防的治療
（及び早期治療）の導入による医療コス
ト削減を目指し，医療経済面においても
大きく貢献することが期待される。

動脈硬化症の早期発見を目的とした眼
科的検査法が確立されれば，大きなイ
ンパクトを与えることが予想される。

1 1 0 0 13 0 0 0 0

１型糖尿病およびイン
スリン療法を要する２
型糖尿病の自己管理
能力向上に関する研
究

18 20 糖尿病戦略
等研究

坂根　直樹 インスリン療法者にとって低血糖は厳
格な血糖コントロールを達成する大きな
障害となる。欧米では多施設による低
血糖（重症低血糖を含む）の調査結果
が報告されているが、本邦においては
今まで単施設による調査は行なわれて
いたが、多施設による大規模な調査は
行なわれていなかった。今回の調査研
究により、インスリン療法者の低血糖頻
度が明らかとなった。また、日本で初め
てカーボカウントとインスリン調節を取り
入れた療養指導が血糖コントロール改
善に及ぼす効果を証明した。

低血糖が不安で高血糖を維持する患
者、血糖コントロール不良なインスリン
療法者に対する、本研究班で開発した
自己管理能力向上プログラムは現行の
保険点数内で実施可能である。これは
医師が診察を行う前に研究班が開発し
たツールを用いて管理栄養士または看
護師が15分～20分、カーボカウントの
基礎や低血糖への対処など患者と療養
指導について面談し、その後に医師が
インスリン調節を説明するものである。
今後、多施設で応用される事で血糖コ
ントロール改善、さらには合併症予防と
患者のQOL改善が見込まれる。

現在、糖尿病治療者は228万人である
が、管理良好な者（HbA1c6.5%未満）は
約2割に過ぎず、8割は合併症予備軍で
あり、医療費の高騰の一因とされる。特
に、低血糖は厳格な血糖コントロール
の大きな障害となるだけではなく、運転
時の交通事故の誘因となることも報告さ
れており、低血糖予防を心がける事は
必須である。また、すぐに対処する技術
を身につけることも大切である。そこ
で、本研究の結果をもとに具体的な低
血糖予防法や低血糖の適切な対処法
を盛り込んだ「患者向けの低血糖予防
ガイドライン」を開発することができた。

現在、インスリン療法者は70万人を超
えると言われている。血糖コントロール
不良者に対してはインスリンを使用され
るケースが多く、医療費高騰の一因と
なっていた。しかし、インスリン療法者の
自己管理能力を向上させる構造化され
た有効なプログラムは今までなかった。
今回、我々の開発した自己管理能力向
上プログラムが広く応用されることによ
り、血糖コントロールの改善、低血糖予
防、さらには合併症を減らすことが期待
できるため、本プログラムを普及させる
ことで医療費の抑制が大いに期待でき
る。

低血糖は医療従事者から十分に教育さ
れる時間が少ないが、患者にとっては
大きな不安要素である。今回、患者向
けの低血糖予防ガイドラインと共に、小
冊子やe-ラーニングを開発することが
できた。これにより、低血糖を不安に思
う多くの患者が救済される可能性があ
る。また、欧米で標準的に行なわれて
いるカーボカウントやインスリン調節法
を取り入れた患者参画型の療養指導の
実施により、患者の満足度やQOL改善
が大いに期待できる。

1 0 0 0 12 2 0 0 0
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障害者自立支援法下
での重症心身障害
児・肢体不自由児等
の障害程度に関する
客観的な評価指標の
開発に関する研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

口分田　政夫 自立支援法下での障害程度区分、医療
度、発達支援度、社会支援要請度の反
映が不十分だった。これらの課題解決
のため、医療度評価表評価項目を作成
した。これは、自立支援法や児童福祉
法の新たな改定で想定されている、医
療型また福祉型の対象者の判定や支
援のニーズ把握に有用であると思われ
た。この評価表のデーターは重症心身
障害の病態を明らかにする意味をもつ
ICFの考え方に基づき、小児の障害程
度評価表を作成した。これも初めての
試みである。

医療度評価表の調査では、重症心身障
害に特有の医療として、呼吸障害、消
化管障害　感染、骨折、筋緊張が挙げ
られた。これらは相互に関連して重度化
していた。重症心身障害の適応行動表
を作成し、それ基づく実態調査を行っ
た。この中から、重症心身障害の介護
だけではない、適応行動からの支援の
ニーズを明らかにした。超重症者を対象
に、タイムスタデイを行い、現行の障害
程度区分に基づく、基準支援時間は、
みえてこない業務の複雑さ、めまぐるし
さについて、実態調査を行った。

重症心身障害児（者）、肢体不自由児、
知的障害で利用できる医療（必要度）度
評価表評価項目を作成した。重症心身
障害の適応行動表を作成した。小児の
障害程度評価表を作成した。　評価に
基づいた支援として、重症心身障害プ
ロフェッショナルナースの教育ガイドライ
ンを作成した。行動障害がある知的障
害の医療型の評価基準を作成した。

自立支援法見直し、あるいは児童福祉
法改正での、医療型（療養介護）、福祉
型（生活介護）の対象者判定区分の指
標に貢献する。特に、医療度評価表を
作成し、医療を要する重症心身障害、
肢体不自由、行動障害を伴った知的障
害等の評価指標を明らかにした。これ
は、自立支援法の障害程度区分判定に
は、ない評価尺度で、医療度の評価に
提供できる。またそれを一部タイムスタ
デイで根拠づけた。評価法が確立され
ていない、小児の障害程度評価法をＩＣ
Ｆの考えに基づき、新たに作成した。

作成した重症心身障害医療度評価
2007年重症心身障害学会シンポジウム
発表　2008年小児神経学会座長推薦
優秀演題　2009年小児神経シンポジウ
ムで発表　また、学会等でも他施設でも
使用され始めている。重症心身障害プ
ロフェッショナルナース教育目標は、日
本重症児福祉協会で制度発足のため
の委員会で活用されている。

1 0 5 0 4 0 0 2 3

高次脳機能障害者に
対する医療・福祉・就
労支援における人材
育成に関する研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

江藤　文夫 本研究では、英米の地域ケアシステム
を参考にしながら、専門職向けの教材
開発および研修会を試行し、高次脳機
能障害に関する専門知識と技能をもつ
人材を育成した。専門職研修会を6回開
催し、のべ630名が参加した。開発した
教材を全国で開催された180研修会で
20,988部配布した。受講者が各自治体
や関係機関において教材を用いながら
自ら高次脳機能障害の研修会を開くと
いう流れが広がった。こうした人材の体
系的養成システムは国際的にも未成熟
であり、例がない。

ワークショップでの個別支援介入事例
の討議を通じて、手法の構造的分析に
接近し、エビデンス構築の基礎が形成
されうる。

平成18年度に作成した教材である高次
脳機能障害者支援の手引きを平成20
年度に改訂した。改訂版では障害者
ソーシャルワークにおけるケアマネジメ
ントの位置づけ、障害者ケアマネジメン
ト、障害者自立支援法におけるケアマ
ネジメントのプロセス、地域生活支援事
業、市町村・都道府県の役割について、
地域生活支援事業における相談支援
事業、自立支援法施行後の支援等を網
羅した。

高次脳機能障害支援拠点機関が、支援
普及事業開始前の１３都道府県から４１
都道府県５４ヶ所に増加した。

平成18年度に高次脳機能障害支援普
及事業に関する情報を掲載するウエブ
サイトを開設した。内容を下記に示す。
１．高次脳機能障害診断基準２．高次
脳機能障害者支援の手引き３．全国連
絡協議会のお知らせ４．高次脳機能障
害者支援のためのワークショップ５．高
次脳機能障害者支援拠点機関一覧さら
に、平成18年末にアクセスカウンターを
追加設置した。アクセス数は32,495件で
あった（平成21年3月現在）。
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障害者自立支援法下
での重症心身障害児
等に対する施設サー
ビスの効果的な在り
方に関する研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

澤野　邦彦 社会医学ないし重症心身障害学的観点
からは、従来の「児童福祉法」下から、
同法と「障害者自立支援法（以下、支援
法）」の並立体制下に移行する時期に
おける施設運営上の問題点を、初めて
全国的規模において調査し明らかにし
た。新生児学においては、治療体系、
病因、予後の領域の社会医学的問題点
（新生児治療施設（以下、NICU）におけ
る長期滞留の問題）を分析した。遠隔医
療学では、重症心身障害児（以下、重
症児）に対する新たな遠隔医療の可能
性を検証した。

全国の重症児施設における、支援法に
基づく新体系への移行状況と障害児支
援のあり方に関する考え方、移行施設
の状況等を調査し、移行は平成18年度
からの3年間で進んでおらず、障害児支
援においては児者一貫を重視する施設
が多く、児者で制度が分かれることで、
それが妨げられることを危惧する考え
が目立った。またNICU長期入院児は病
床数の5%を占め、70%の施設で新規入
院の妨げとなっており、重症児施設等、
地域の療育センターへの受け入れが望
まれていることを明らかにした。

支援法下における重症児支援のあり方
に関するいくつかの提言を行った。肢体
不自由児・者、重症児・者の障害評価
案を示した。

支援法の問題点の一部を明らかにし
た。重症児施設や肢体不自由児施設の
果たしてきた役割の一端を示した。在宅
支援における重症児施設の新たな役割
（遠隔医療）の可能性を検証した。NICU
の長期入院の実態を明らかにし、周産
期医療体制における課題を指摘した。
オランダの最重度知的障害者の支援施
策の問題点を述べた。以上はいずれ
も、行政施策への貢献が期待され、一
部はすでに支援法や児童福祉法改正、
また関連施策立案、予算編成等に影響
を与えたものと考えられる。

特になし

4 0 4 0 9 0 0 3 0

虞犯・触法等の障害
者の地域生活支援に
関する研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

田島　良昭 罪を犯した障害者に関する研究は国内
で初めてであった。矯正施設（刑務所・
少年院）に収容されている知的障害者
の実態、福祉施設（知的障害者施設、
救護院）や更生保護施設を利用してい
る知的障害者の現状等という本分野に
おける基礎的研究が確立され、司法と
福祉の両関係者からは大きな反響が
あった。

特になし 特になし 本研究班での研究成果を踏まえ、法務
と福祉の両分野で新しい制度がとられ
た。法務サイドでは福祉ニーズに応える
ための矯正施設や更生保護施設への
福祉の専門職が配置され、PFI刑務所
が設置された。福祉サイドでは平成21
年度から、「地域生活定着支援センター
（仮称）」の全都道府県への配置と、矯
正施設から退所した者を受け入れた福
祉事業所に報酬上の評価を行う「触法
障害者地域移行支援事業」がスタート
する。

本研究についてはメディアが大きな関
心を寄せ、新聞・テレビ等で大きく取り
上げられ、一般の啓発・啓蒙において
大きな役割を果たした。3年間で、宮城
県で3回、長崎県で3回のこの研究を議
題とした公開セミナーが開催された。

3 0 0 0 0 0 0 3 3
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障害者の自律移動支
援における情報技術
利用方法に関する調
査研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

中山　剛 高次脳機能障害などの認知障害、知的
障害、発達障害など障害当事者やご家
族に対する調査と医師、療法士、歩行
訓練の専門家など支援専門職に対する
調査の両方を情報技術の観点から実施
した点は意義深い。高次脳機能障害者
のうち7割くらいが携帯電話を利用して
おり、6割弱くらいが道に迷うなど外出
や移動に困難を抱える方も多いこと等、
具体的な割合として明らかにした意義
は大きい。加えて、重度の高次脳機能
障害により移動に困難のある場合でも
情報技術を活用すれば独力での移動
ができる可能性を示唆した点も成果の
一つといえる。

高次脳機能障害などの認知障害者、知
的障害者、発達障害者などの移動や外
出における困難さを明らかにしたこと
で、本調査研究で得られた成果は生活
訓練や職業訓練などのリハビリテーショ
ンの現場で活用できる基礎資料の一つ
となる。また、重度の高次脳機能障害に
より移動に困難のある場合でも情報技
術を活用すれば独力での移動ができる
可能性を示唆したことにより、今後のリ
ハビリテーションの現場で情報技術活
用が広がることを期待したい。

特になし 下記の勉強会や委員会で議論され資料
として掲載されている。・厚生労働省 社
会・援護局、生活支援技術改革ビジョン
勉強会「支援機器が拓く新たな可能
性」、第３回認知障害者等の情報支援
技術について、高次脳機能障害者への
対応状況と今後のビジョン、2007年10
月31日 ・国土交通省、第6回自律移動
支援プロジェクト推進委員会、関係省庁
の取り組み（参考資料）、厚生労働省関
係資料、2007年3月30日

2009年3月末現在までに障害当事者・
ご家族の会の皆様や関連支援施設職
員に対して情報提供を目的とした講演
会や説明会を合計22回実施している
（障害当事者・ご家族の会（6団体9回）、
病院（1）、総合リハビリテーションセン
ター（3）、職業リハビリテーションセン
ター（2）、更生相談所（1）、指定障害者
支援施設（2）、デイサービスセンター
（1）、特別支援学校（1）、作業所（2））。
その他にも鉄道事業者・関連会社（3）、
携帯電話移動通信事業者（1）と説明を
実施している。今後も更に広く情報提供
を予定している。

0 0 0 0 8 0 0 2 22

座位保持装置の評価
基準の作成に関する
研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

相川　孝訓 衝撃試験機の開発・改良・特性確認を
行い衝撃試験の実施を可能にした。さら
に、静的荷重試験、耐荷重試験、繰り
返し試験の評価手法の開発とともに試
験機・試験治具の開発を行った。また、
試験装置を小型化した静的荷重試験、
耐荷重試験用の簡易型試験装置を開
発した。分担研究では、クッションの湿
度分散性能試験装置を開発して評価手
法を作成した。手法及び試験装置の信
頼性について、複数のクッションで確認
して良好な結果を得た。

負荷計測用座位保持装置を開発し、頭
部支持部、体幹側方サポート、腰部ベ
ルト負荷計測センサーを開発して日常
生活時の長時間にわたる負荷データを
収集した。体幹側方サポートなどで予想
とは異なる方向の負荷や介助時の大き
な負荷が得られた。

得られた成果を厚生労働省の「座位保
持装置部品の認定基準及び基準確認
方法」の改訂の基礎データとして使用す
る。平成１８年度の成果については既に
１回目の改訂（平成１９年３月２３日に
ホームページで公開
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03
/s0323-11.html ）の作成の基礎データ
として使用している。３年間の成果につ
いては平成２１年度に認定基準の見直
しデータとして使用予定である。

座位保持装置の補装具完成用部品の
工学的評価基準として、得られた成果
により改訂された「座位保持装置部品
の認定基準及び基準確認方法」の改訂
版が、平成１９年度、２０年度の座位保
持装置の完成用部品の申請時の工学
的評価基準として使われた。またクッ
ション関係のデータは国際規格の作業
部会ISO/TC173/SC1/WG11における
クッション関連規格作成への基礎データ
として使用しており、今後も継続して
データを提出する予定である。

国立身体障害者リハビリテーションセン
ター研究所の平成１９年度オープンハウ
ス（平成２００７年１２月７日開催）時に座
位保持装置に関する講演会「自立支援
法における座位保持装置の規格化に
関する講演会」を開催した。
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障害者の健康状態・
栄養状態の把握と効
果的な支援に関する
研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

中山　健夫 「障害児・障害者施設における栄養ケ
ア・マネジメント実務の手引き（案）」の
作成及び事例検討を行い、本「手引き
（案）」を用いることで、障害児・障害者
施設における栄養ケア・マネジメントの
体制整備及び業務推進が円滑に行わ
れることを示した。また、障害者の栄養
状態のリスクの判定の一部は、本研究
班で提示した障害者データに準拠して
おり、これまで健常者のものを参考にし
てきた障害者栄養の領域が一歩前進し
たものと考えられる。

障害者入所施設における入所者には、
低栄養・過栄養状態の者が高い割合で
みられた。障害者の栄養状態は、低栄
養状態のみならず過栄養状態も認めら
れた点、すなわち、低栄養状態と過栄
養状態の両極にある点に特徴があると
言える。また、身体障害者のアルブミン
低値者の出現状況は、一般の同年齢と
比較して明らかに高いことが示唆され
た。さらに、炎症反応(CRP)やIgG高値を
示す者も多く、炎症の存在が疑われる
ことも明らかになった。

「障害児・障害者施設における栄養ケ
ア・マネジメント実務の手引き（案）」を作
成した。

2009年4月、障害福祉サービス等報酬
改正で入所児・入所者の栄養改善や食
生活の質の向上をさらに推進する観点
から、施設に配置された管理栄養士ま
たは栄養士による栄養管理の評価対象
に小規模施設を加えるとともに、管理栄
養士を中心に行う利用者一人ひとりに
応じた栄養管理、経管栄養から経口栄
養への移行、誤嚥が認められる者の経
口維持、療養食の提供について、報酬
上の評価が行われることになった。本
研究班では、報酬評価に関わる根拠の
一部を提示した。

平成20年度全国福祉栄養士協議会研
修会において、「障害者施設における
栄養ケア・マネジメント」について特別講
演を行った。平成21年度障害児・者施
設における栄養マネジメント研修会（主
催：(社)日本栄養士会全国福祉栄養士
協議会)において、「障害児・障害者施
設における栄養ケア・マネジメント」につ
いて講演・演習を行った。
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精神障害者の自立支
援のための住居確保
に関する研究

18 20 障害保健福
祉総合研究

竹島　正 精神障害者の住居確保のソフト面の全
体像を明らかにして「住居確保の手引
き・事例集」にまとめることを最終目的と
して、①民間賃貸住宅の供給促進条件
を明らかにする、②住居確保の先進的
取り組み事例を分析・体系化するという
2つの視点から研究を行った。本研究の
成果は、精神障害者の住居やグループ
ホームの開発・計画研究の資料となる
だけでなく、居住・支援を社会的共通資
本として捉えていくことに役立つことが
期待される。

民間賃貸住宅の供給を阻害する要因
は、緊急時の対処や生活ルールの遵守
に対する不安、近隣の理解等であっ
た。これらには、具体的な支援制度の
内容や相談先を知ること、防災設備の
設置や入居前の生活訓練、精神障害者
との出会いの場を設けること等が有効
であると考えられた。不動産業者、精神
保健福祉従事者、行政等による住居確
保の勉強会の開催は、不動産業者等に
安心感を生み、供給を促進する効果が
あると考えられた。

「精神保健医療福祉の改革ビジョン」は
「入院医療中心から地域生活中心へ」と
いう基本的な方策を推し進めるとして、
おおむね10年間の達成目標を提示して
いる。「改革ビジョン」の達成には精神
障害者の住居の確保は不可欠である。
住居確保は現場におけるさまざまな実
践や経験がある。それを交流・発展させ
ていくことで、更なる展開が期待でき
る。 上記の研究結果と、本研究の一環
として開催した「住居確保研究会」にお
ける情報収集をもとに、3年間の研究の
成果物として「住居確保の実践的手引
き・事例集」を作成した。

各都道府県・政令指定市が精神障害者
の住居確保に関連する工夫や取り組み
についての情報をどの程度保有してい
るかを調査した。居住サポート事業やあ
んしん賃貸住宅を普及させる際の基礎
的な資料として役立つことが期待され
る。また不動産流通制度の概要と障害
者等の住居確保への配慮の状況を整
理した。さらに親等の資産活用のため
の信託制度や成年後見制度、リバース
モーゲッジ等の利用可能性について検
討した。

各都道府県および指定都市の担当課、
精神保健福祉センター、精神保健福祉
協会および関連学会、協会に、精神保
健医療福祉に関するグッドプラクティス
として紹介可能な情報を調査した。

0 1 6 1 7 0 0 2 3
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医療的ケアを必要と
する障害者と家族へ
の支援策に関する調
査研究

19 20 障害保健福
祉総合研究

春見　静子 東京都、神奈川県、大阪府において重
度障害者の家族、医療的ケアの障害者
を受け入れている通所施設、専門医師
へのアンケート調査とヒアリング調査を
行うことにより、家族の生活実態とニー
ズ、支援の現状と問題点が具体的に明
らかになった。調査から明らかになった
課題は、①医療的ケアに関する法整
備、②医療的ケアに関する研修制度の
確立、③医療的ケアの必要な障害者を
受け入れる施設についての特別な単価
設定、④レスパイトとショートステイの充
実、⑤地域の連携システムの構築、⑥
医療事故に対する対応、である。

医療的ケアを受けつつ在宅で暮らす障
害者と家族の中から、困難ケースを選
別し、障害者と家族の問題別の類型化
を試み、類型別の家族支援のあり方を
モデルとして提案した。類型としては、
1、人工呼吸器を装着しているケースと
気管切開のケース、２、主たる介護者が
高齢者であるケース、３、重度の障害者
が複数、家族にいるケースとし、いずれ
の類型の家族も負担が特に大きく、父、
母、きょうだい、祖父母、個人としても、
家族関係、親せき関係、社会関係にお
いても特別な支援が必要でることが明
らかとなった。

家族と医療職以外の人が医療的ケアに
かかわることに関しては、まず法整備が
先行されなければならない。その際に
は、当然ガイドラインが検討されること
になるであろう。　とくに、医療的ケアの
実施に関する研修内容や、方法に関す
るガイドラインが必要となるであろう、ま
た、医療事故を防ぐためのガイドライン
と、もしそれが起こった場合の対処につ
いてのガイドラインも必要になると思わ
れる。

医療的ケアのあり方については、厚生
労働省に寄せられる各方面からの強い
要望を受けて、該当する部会において
慎重な議論が行われているが結論はま
だ出されていない。本研究の成果を踏
まえて平成20年9月27日、大阪府堺市
において公開シンポジウム、「医療的ケ
アと自立を考えるシンポジウム」が開催
された（参加者400人）。　研究員による
基調講演に続いて行われたディスカッ
ションにはシンポジストとして、厚生労働
省障害福祉課長藤井氏が参加し活発な
議論が展開された。

朝日新聞2008年1月19日付朝刊にて医
療的ケアが取り上げられ、調査結果に
基づく意見として、研究者の飯野順子さ
んが解説。同年9月27日に堺市の国際
障害者交流センターにて公開シンポジ
ウムを開催(約400名の参加)し、その様
子はMBS毎日放送のニュースで伝えら
れた。 1 0 0 0 1 0 0 0 1

重度身体障害を補完
する福祉機器の開発
需要と実現可能性に
関する研究

19 20 障害保健福
祉総合研究

森　浩一 1)音声のみの刺激による誘発脳波脳イ
ンターフェースを開発し，文字伝達が可
能であることを示した。
2)重度障害者（頸髄損傷と筋萎縮性側
索硬化症）の詳細な24時間介助記録を
作成し，介助の種類，回数，時間，時間
帯数を報告した。被験者は重症度に応
じて1日に12～22時間の介助が必要で
あった。
3)頸髄損傷者の福祉機器と介助サービ
スの利用状況と開発希望，不満点を調
査した。過半数が月に100時間以上の
介助サービスを利用していた。

1)非侵襲な脳波による脳インターフェー
スがすでに実用段階にあり、視覚が使
えて技術的サポートがあれば他の意思
伝達手段が利用できない重度の身体障
害者でも、過半数が意思伝達可能にな
ることが調査から判った。
2)頸髄損傷者はADLがより自立するよ
うな機器を希望しているが，現実には介
助者が使う機器が多く，改善余地があ
る。
3)在宅で人工呼吸を使用している障害
者では，気道内の痰吸引が介助の回数
と時間帯数を大きくしている主なもので
あることが，数字で裏付けられた。

1)重度身体障害者24時間介助記録に
より，福祉機器の介助低減効果が予測
でき，新規開発においては，この効果
と，QOL改善の心理的効果の両面から
妥当性を判断すべきである。
2)福祉機器の適合方法を１つ提案した。
定量的な性能（意思伝達装置であれば
文字伝達速度）によって与えられた障
害状況で最高の性能が出るものを選ぶ
のが原則であり，プライバシーの確保や
自立の向上による効果は性能差として
は２倍程度以下に相当するので，その
範囲で状況に応じて速い方法（介助者
による方法など）と選択可能にするのが
望ましい。

1)重度身体障害者の24時間介助記録
を使うと，福祉機器や介助が個々に，あ
るいは組み合わせて，全体に占める割
合が評価でき，介助者の派遣時間数も
計算できる。
2)脳インターフェース技術の一部は意
思伝達装置として実用段階にあり，障
害者の期待も大く，意思疎通ができるこ
とで過剰介助を減らす効果も期待でき
るが，広く普及させるには装置費用の
低減と試用制度、技術サポートが必須
であり，サポート要員と介助者の訓練も
必要になる。

平成20年11月1日に公開シンポジウム
「脳インターフェース（BCI/BMI）が拓く
重度障害者の未来の生活」を開催し，
49名の重度障害者と関係者らが出席し
た。講師として筋萎縮性側索硬化症で
生体電気信号でのみ意思伝達が可能
な方のビデオ出演があり，厚生労働省
から支援制度が変わりつつあることの
解説と，米国で脳インターフェースを長
期間在宅使用する研究の成果の発表
があった。このシンポジウムは，月刊誌
「難病と在宅ケア」2008.12月号（Vol.14,
No.9, p.22-23）に写真入りで報道され
た。

2 0 3 1 3 1 0 0 1

日本人の緑内障に対
するより有効な予防と
治療　臨床的・基礎的
エビデンスの確立

18 20 感覚器障害
研究

新家　眞 「眼圧が正常平均値より低い緑内障に
関する研究」や「後期緑内障の検討」で
は、それらの患者の臨床像が多数症例
をもとに初めて明らかとなった。「視神経
乳頭形態の解析」では、日本人に多い
近視乳頭の形態的な特徴に関して多く
の新知見を得、新規緑内障診断法を開
発した。「疫学的データに基づいた前眼
部構造の解析」では、前眼部の解析に
関して新規定量的解析法を確立した。
「分子生物学的研究及び緑内障モデル
研究」では、独自に開発した複数の緑
内障動物モデルを用いて多くの新規神
経保護作用薬を発見・評価することがで
きた。

「眼圧が正常平均値より低い緑内障に
関する研究」や「後期緑内障の検討」の
結果をもとに、本邦に多いそれらの患者
に対してより効果的な治療指針の確立
につながると考えられる。「視神経乳頭
形態の解析」により本邦に非常に多い
近視乳頭においても信頼性の高い緑内
障診断が可能となった。「前眼部構造の
解析」の結果は閉塞隅角緑内障のリス
クファクターや予防法の確立に役立つも
のである。「分子生物学的研究及び緑
内障モデル研究」により評価された視神
経保護薬が緑内障性視神経症の治療
の刷新につながることが期待される。

今後、「緑内障診療ガイドライン（日本
緑内障学会）」等の作成において、本研
究、特に「眼圧が正常平均値より低い
緑内障に関する研究」、「後期緑内障の
検討」、「近視乳頭形態の解析」、「前眼
部構造の解析」の結果が直接反映され
ることが予想される。

本邦に非常に多い「近視を合併した緑
内障」と「眼圧が非常に低い緑内障」等
の臨床像や新しい診断法が確立された
ことは、治療が難しいことが少なくない
それらの緑内障の患者をより早期に発
見し、不幸な転帰をたどる患者の減少
につながることが期待される。「後期緑
内障の検討」の結果は、厚生福祉政策
などの主たる対象となる末期緑内障患
者に対する適切な社会的ケアを考える
上で貴重な情報となる。また、「前眼部
構造の解析」の結果は、失明に直結す
る閉塞隅角緑内障の効果的且つ安全
な予防法などの確立につながり得る。

今回の研究成果をもとに緑内障患者や
家族を中心とした一般の人を対象に、
「緑内障研究生発表市民公開講座　日
本人の緑内障　特徴とその治療」を平
成21年1月17日に横浜市で開催し、400
名以上の聴衆にご来場いただいた。

2 10 0 0 20 10 2 0 1

緑内障の危険因子の
解明による診断法の
開発、緑内障マウス
を用いた視神経保護
薬の開発と予防・治療
法への応用

18 20 感覚器障害
研究

岩田　岳 本研究によって患者と同じ遺伝子変異
を発現することによってマウスで緑内障
を再現することができた。マウスとヒトの
眼球は大きさは異なるものの、構造的
には類似しており、発症機序について
多くの成果があった。

本研究によって緑内障バイオマーカー
の探索が行われ、緑内障と相関する遺
伝子多型及び血漿蛋白が発見された。
緑内障の新たな早期診断法として利用
できると期待される。

特になし 特になし 特になし

1 7 0 0 10 17 11 0 0

先天性難聴児の聴覚
スクリーニングから就
学後までの補聴器・
人工内耳装用効果の
総合追跡研究

18 20 感覚器障害
研究

加我　君孝 補聴器あるいは人工内耳装用児が就
学年齢になった時の言語能力をWPSSI
知能診断検査で客観的に比較した。

先天性難聴児は早期発見、早期補聴を
行い、もし成果が乏しければ2歳には人
工内耳手術をする方が就学年齢になっ
た時に高いレベルに到達することがわ
かった。

ガイドラインはまだ完成していないが、
そのための準備ができた。

新生児聴覚スクリーニングは全出生数
に対し公的に行うのが最も良い方法で
あることを示した。

公開シンポジウムは3回行い、大きな反
響があった。全国的な新聞にも3度掲載
された。 4 11 11 0 10 5 0 0 0
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正常眼圧緑内障の疾
患感受性遺伝子の同
定および迅速遺伝子
診断キットの開発に関
する研究

18 20 感覚器障害
研究

水木　信久 私達は既にDNAチップによる網羅的解
析を終了しており、正常眼圧緑内障
（NTG）の感受性遺伝子とほぼ確実と考
えられる複数の遺伝子を特定している。
本研究を推進することにより、これらの
NTG感受性遺伝子が直接的に証明・確
定され、NTGの病態や発症機序の解明
に大きく貢献すると考えられる。また、こ
れらの責任タンパク反応系のいずれか
を阻害するモノクローナル抗体、酵素阻
害剤、結合ペプチドは、従来の眼圧下
降を主としたNTG治療薬とは全く異なる
治療薬の開発へとつながる可能性があ
る。

緑内障は視神経に傷害をきたす進行性
の難治性疾患である。放置すると視野
狭窄が進行し、失明に至ることのある疾
患で、本邦の失明原因の第1位を占め
ている。緑内障で失った視野は回復す
ることはないため、その治療の基本は
進行予防、進行抑制であり、早期発見、
早期治療が非常に重要である。NTGの
遺伝子診断キットが完成されれば、NTG
の迅速な遺伝子診断が可能となる。ま
た、生まれながらにして、自分が将来
NTGを発症する相対危険率を知ること
ができるため、NTGの早期発見・早期治
療の一助となる。

特になし 私達が特定したNTG感受性遺伝子を対
象とする遺伝子診断キットを用いたNTG
の早期診断により、NTGの治療が早期
に可能となるため、NTGの重症化によ
る失明者や重度の視覚障害者を減少さ
せることになり、患者本人のQOLの向
上のみならず、患者が労務継続可能と
なることによる社会経済効果、また保健
医療、社会保障のコスト削減など社会
的にも経済的にも貢献度は大変高いと
考えられる。

本研究の成果とともに、緑内障に関す
る最新の診断法や治療法の広い啓蒙を
目的として平成19年度に市民公開講座
を開催した。緑内障の概要、診断・治療
法、病気の原因、手術法に関する発表
を平易に行い、多くの市民より関心が寄
せられた。特に、疾患の早期発見を目
的とする遺伝子診断キット、疾患の根治
治療へとつながるゲノム創薬の開発に
対して多大な期待が寄せられた。講演
終了後、市民からの公開質問、医療相
談を行った。加えて、会場内で実施した
初期緑内障検査への市民の積極的な
参加があり、市民の健康意識の高まり
を実感した。

0 31 0 0 0 0 1 0 2

小児重症視覚障害の
早期治療・リハビリ
テーションによる自立
支援

18 20 感覚器障害
研究

東　範行 従来は行われなかった、未熟な段階で
の早期治療による視機能発達温存の
可能性を検討し、重症未熟児網膜症の
早期手術を開発することによって証明し
た。この早期手術を適切な時期でに行
えば、重症網膜剥離に対して90％近い
治癒率と良好な視力予後が得られ、新
たな治療法として確立した。併せて、多
くの小児の検査法、訓練・支援機器を開
発した。

重症未熟児網膜症が網膜剥離に進行
すれば、従来は失明に至ると考えられ
ていたが、新規手術の導入によって、
適応は大きく変わり、早期治療の概念
が普及した。適切な時期に手術すれ
ば、3歳時点で0.1?0.5の視力が得られ
る症例も多く、普通学校へ進学できる可
能性が開けた。また、新規に開発した検
査法、訓練・支援機器は、有用性が検
証され、臨床応用が期待される。

新規手術の適応と方法について周知す
るために、日本眼科学会と日本眼科医
会は、日本眼科学会雑誌と日本の眼科
誌に同時掲載した。また、日本小児科
学会雑誌にも掲載された。

周産期医療の発展とともに、未熟児網
膜症の重症例は近年急増し、小児の失
明原因で未熟児網膜症が40%をに達し
ている。この未熟児網膜症による失明
を減少させることが十分に期待できる。
さらに、従来は失明に至ると考えられて
いた患児に、盲学校でなく普通学校へ
進む可能性を開いた成果は大きい。

この新規手術の成果は、新聞やテレビ
等のマスコミで大きく報道された。欧米
やアジア諸国からの依頼で多くの講演
を行った。日本全国だけでなく海外か
ら、手術のために患児が紹介され、また
多くの手術指導・相談の依頼を受けた。 14 79 5 0 60 20 0 0 26

角膜内皮機能不全に
対する新しい治療方
法の開発

18 20 感覚器障害
研究

山田　昌和 角膜内皮機能不全の新しい治療法とし
て考えられる２つの方法、薬物療法と培
養角膜内皮細胞移植による手術治療に
ついて検討した。薬物療法としてデキサ
メサゾン、インスリン、インドメサシンの3
種類の薬剤の組み合わせによって角膜
内皮機能を異なる機序で活性化できる
ことを示した。培養角膜内皮移植に関し
ては、ヒト角膜内皮細胞に組換えレトロ
ウィルスを用い、不死化遺伝子を導入し
てヒト角膜内皮細胞株を作製した。ヒト
角膜内皮細胞株を樹立できたことは今
後の基礎研究や臨床応用に向けて重
要な細胞源となると考えられた。

角膜内皮機能不全の新しい治療法とし
て考えられる２つの方法、薬物療法と培
養角膜内皮細胞移植による手術治療
の基礎を作ることができた。臨床応用に
はどちらも問題点、検討すべき点が残さ
れているが、今後も検討を続け、角膜
内皮機能不全症例のうち，軽症例は薬
物療法による機能維持を目指し，重症
例は自己または同種の培養角膜内皮
細胞移植による手術によって治療する
ことを実現させたいと考えている。

特になし 角膜内皮機能不全は角膜疾患のなか
で最も失明に至る頻度が高く，角膜移
植を待機する患者の過半数を占める疾
患である。角膜移植の待機期間は本邦
で平均2年であり、角膜ドナーに頼らな
い新しい治療法が開発されれば、社会
的・医学的価値は非常に高いと考えら
れる。

特になし

5 25 21 0 43 2 0 0 0

感音難聴に対する内
耳薬物投与システム
臨床応用に関する研
究

18 20 感覚器障害
研究

中川　隆之 世界で初めての生体吸収性バイオマテ
リアルを用いた内耳薬物投与システム
を確立し、臨床応用を行った。この成果
は、内耳基礎的研究成果の臨床応用に
大きな道筋を確立したものといえる。ま
た、基礎的研究においても、低侵襲に
内耳に薬物を投与する方法を開発した
といえ、種々の薬物の内耳局所投与の
有効性を検証する新しい実験系が確立
された。また、本研究で開発した内耳薬
物局所投与方法は、内耳再生医療の実
現にも貢献することが期待できる。

感音難聴に対する治療法がきわめて限
られている現状において、新しい治療
法の開発は急務といえる。本研究課題
では、新しい臨床応用可能な内耳への
薬物投与方法を開発し、実際に臨床応
用を行ったことから、新しい感音難聴治
療法の開発を現実的に行ったものとい
え、臨床的な意義は大きい。また、今
後、種々の薬物の内耳局所投与にも応
用可能な技術が開発されており、今後
の新たな感音難聴治療法開発にも直結
する。

国際的に登録されている感音難聴に対
する介入を伴う臨床試験は、本課題を
含めて４件しかない。本研究課題で確
立した感音難聴に対する介入試験のプ
ロトコルは、今後の感音難聴に対する
臨床試験プロトコルの基盤となるもので
あり、将来の感音難聴に対する臨床試
験のガイドライン形成にも貢献すること
が期待できる。また、ステロイド全身投
与を含めた突発性難聴治療のガイドラ
イン作成に貢献することも期待できる。

本研究課題で行った臨床試験は、世界
で初めて細胞増殖因子を感音難聴治療
に用いた臨床試験であり、その社会的
インパクトは大きい。一般的に用いられ
る治療となりうるかは、今後の検討を待
たなければならないが、有効な治療法
に乏しい感音難聴に新しい治療法が開
発されつつあるという事実は、難聴者ら
に希望を与えるものであり、感覚器障
害事業が担う社会的な役割を果たすも
のと考えられる。

本研究課題で開発した内耳薬物投与シ
ステムは、基礎的研究開発段階から社
会的な注目を集め（2006/4/22京都新
聞、2006/9/8朝日新聞）、臨床試験開
始の際には、2008/2/7京都新聞、読売
新聞、2008/5/23聖教新聞に関連記事
が掲載されるのみならず、
2008/2/7yahoo japan トップページにも
掲載され、大きな社会的インパクトを与
えた。また、2008/2/23京都市にて市民
公開講座を行い、研究開発状況の市民
への啓蒙を行った。

6 20 4 0 44 31 0 0 1
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加齢性難聴に対する
地域介入プログラム
の有効性評価

19 20 感覚器障害
研究

西脇　祐司 加齢性難聴は60歳以上のdisabilityの原
因としてもっとも有病率が高く、その対
策は補聴器使用を含むリハビリテーショ
ンとされる。その有効性について個人
ベースの臨床研究は散見されるもの
の、地域施策としての有効性について
の検討は皆無であった。本地域介入研
究により、補聴器の潜在必要者を発掘
し補聴器へと誘導することにより、
Efficacy（理想的環境下での有効性）が
確認できた。とくに75歳以上で有効であ
ることが示唆された。また、地域全体の
聞こえのQOL、ADLが改善する可能性
がある。

地域全体への効果として、きこえの
QOL、ADLの1年間の変化は、対照群に
比べて介入群で他要因を調整しても統
計学的に有意に良かった。一方、抑うつ
については両群で差がなかった。補聴
器試用者の8割が補聴器により生活が
快適になっており、満足度の中央値は
10点満点の8点であった。家族から見た
聞こえの環境についても、TVのボ
リュームが小さくなったり、会話がス
ムーズに行くようになったりと、良い方
向に変化していた。

いわゆる診療ガイドラインに相当する成
果物は地域保健をフィールドとする本研
究では該当しない。しかし、本介入プロ
グラム自体が今後の政策立案に向けた
基礎的資料となりうる。プログラムは以
下の5つから構成される。
１．ベースライン評価、
２．地域在住高齢者を対象とした加齢性
難聴の1次スクリーニング、
３．提供プログラム決定のための詳細
評価、
４．補聴器フィッティング、本人・家族へ
の教育を含むプログラムの提供、
５．アウトカム評価。

補聴器の保有率が低い、あるいは持っ
ていても使用しない原因の分析などか
ら、補聴器に対する正しい理解の欠如
や、本人の耳に合わせた補聴器の装用
がなされていない現状など補聴器の社
会的応用における問題点も浮き彫りに
なった。活力ある高齢社会の維持に
は、加齢による難聴対策は不可欠であ
る。今後、加齢性難聴対策を公衆衛生
学的視点から考慮する場合の重要な基
礎的データを提供し得たと考えている。

本取組みは、上毛新聞3月15日（日曜）
に掲載された。

0 0 0 0 12 3 0 0 1

性感染症に関する特
定感染症予防指針の
推進に関する研究

18 20 新興・再興
感染症研究

小野寺　昭一 1．性器ヘルペス、尖圭コンジローマの
迅速かつ簡便な診断法としてLAMP法
の開発を行い、臨床応用が可能と思わ
れた。
２．薬剤耐性淋菌のサーベイランスを行
うと同時に、無症候の淋菌の咽頭感染
に対する診断法として、うがい液を検体
とし、SDA法、TMA法による診断法を開
発した。また、淋菌の咽頭感染に対する
抗菌薬として、セフトリアキソンの有効
性を明らかにした。

１．性感染症の発生動向調査を検証す
るために、性感染症全数調査を4－7モ
デル県で行った結果、発生動向調査と
全数調査の一致の傾向は、患者数の多
い性器クラミジア感染症で最も高く、性
器ヘルペス、尖圭コンジローマと続き、
淋菌感染症の一致率が最も低かった。
ただ、この傾向は地域によって異なって
いた。また、定点の設定も地域によって
バラツキが大きいことが分かった。
２．若者における無症候の性器クラミジ
アの陽性率は平均で男性5％、女性6％
であり、この陽性率には大きな変化が
なかった。

薬剤耐性淋菌のサーベイランスの結果
は日本性感染症学会誌、「性感染症 診
断・治療ガイドライン」に反映され、淋菌
感染症に対するファーストラインの治療
としてセフトリアキソンの投与が推奨さ
れた。

若者の性感染症を早期に発見し、治療
に結びつけるシステムの構築のための
試みとして、若者が集まるイベントや学
園祭などを利用し、郵送による性器クラ
ミジア感染症の自己検査を行って無症
候感染者の実態把握を行った。また、
若者への性感染症予防の普及・啓発の
ため、検査コーディネーターを養成しピ
アエデュケーションを行った。

１．日本性感染症学会第20回学術大会
において、会長講演として、「わが国に
おける性感染症の現状と問題点ー厚生
労働科学研究を通じて見えてきたもの」
を発表した。
２．日本性感染症学会第21回学術大会
において、シンポジウム１、「STDサーベ
イランスを考えるーサーベイランスから
実態をどこまで把握できるかー」のなか
で、研究班における性感染症サーベイ
ランスを取り上げた。

26 9 7 0 31 2 0 0 1

病原体保管、輸送、
廃棄における一括管
理システムの開発

18 20 新興・再興
感染症研究

篠原　克明 特定病原体の安全管理や新興・再興感
染症、パンデミックインフルエンザ対策
として、大量のサンプル処理とその迅速
化、精度向上並びに情報セキュリティ、
リスクコミュニケーション、情報の国際共
通化等が必要である。本研究では、病
原体取扱いにおけるトレーサービリティ
を一括管理する各種機器、装置と総合
管理システムを開発した。本システム
は、バイオセーフティとバイオセキュリ
ティを統合した新たな管理システムであ
り、病原体管理における国内標準化及
び国際協調に関して基本システムとして
応用できる。

新興・再興感染症やパンデミックインフ
ルエンザ対策の場合には、大量の臨床
検査サンプル処理及び処理の迅速化と
精度向上、サンプル情報の統一化、情
報の国際共通化等が必要である。ま
た、特定病原体は、その登録、保管、廃
棄、輸送に非常に厳しい管理と記録が
要求されている。本システムは、病原体
取扱い時の安全性確保とセキュリティを
同時に実践、一括処理、管理できるシ
ステムであり、臨床現場においても有用
であると思われる。

本研究にて調査した内容及び本病原体
管理システムのコンセプトであるバイオ
セーフティとバイオセキュリティの統合・
一括管理は、改正感染症法の実施並び
にガイドラインの作成に大いに有用で
あると思われる。特に、本システムは、
病原体管理における国内標準化及び
国際協調に関しても、基本システムとし
て応用できると思われる。

感染症法が改正、施行されたが、その
管理と運用に関する整備は未だ不十分
である。本研究では、病原体取扱いに
おけるトレーサービリティを一括管理す
る各種機器、装置と総合管理ソフトを新
らたに開発した。本システムは、病原体
管理における国内標準化及び国際協
調に関して、基本システムとして応用で
き、特に感染症法に求められる要件の
具現化として有用である。

特許に関しては、「個体識別を用いたバ
イオセキュリティーシステム　特願2005
－66661」として出願済みである。本研
究では、国内における病原体保管、輸
送、廃棄における一括管理システムを
構築した。構築したシステムのうち、病
原体登録、情報管理に関しては、新事
業として、専門業者がサーバー維持管
理、セキュリティ管理などの運用を行う
必要がある。また、輸送については、新
たな制度（病原体輸送に関する許認可）
が必要と思われる。成果の一部は国際
学会などで発表した。

0 0 0 0 1 3 1 0 4

麻疹・風疹（ＭＲ）混合
ワクチンの接種効果・
安全性・接種率に関
する研究

18 20 新興・再興
感染症研究

加藤　達夫 同一個人が２回麻疹・風疹ワクチンを接
種することによる安全性・有効性を確認
できた。２０１２年迄の麻疹排除計画の
一助となると考える。

２期、３期、４期に麻疹・風疹混合ワクチ
ン（ＭＲワクチン）を接種することにより、
抗体陰性者はほぼ陽転し、陽性者には
十分なブースター効果が得られた。重
篤な副反応は認められなかった。

予防接種ガイドライン等検討委員会執
筆・監修の「予防接種ガイドライン」「予
防接種と子どもの健康」に記載。

平成２１年２月２０日厚生労働省麻しん
対策推進会議にて本研究結果が参考
資料として用いられた。本研究結果より
安全かつ有効に２期・３期・４期ＭＲ接種
が行えることが判明し、予防接種省令
改正の裏づけができた。

日本小児科学会主催市民公開ワクチン
フォーラム（麻しんフォーラム）を２００７
年２月１０日沖縄市、２００８年３月２日
札幌市、２００９年１２月２０日大分市に
て開催。

15 0 41 3 3 0 0 1 1

インフルエンザ脳症の
発症因子の解明とそ
れに基づく発症前診
断方法の確立に関す
る研究

18 20 新興・再興
感染症研究

森島　恒雄 インフルエンザの重篤な合併症である
インフルエンザ脳症について、疫学・臨
床像・病態・治療法・発症因子の解明・
ガイドラインの改定について総合的な
検討を行う研究班は無く、これらについ
て重要な知見が得られた。すなわち、本
症の発症因子の解明、炎症性サイトカ
インによる脳障害のメカニズム（MMP-9
の関与など）などが明らかになった。

インフルエンザ脳症におけるNSAIDsの
影響について解明することができた。ま
た、インフルエンザ脳症の中にサイトカ
インストームを起こさない臨床型（けい
れん重責型、先天性代謝異常症など）
が存在することが明らかになり、新たな
治療法の検討が必要となった。

平成17年の厚生労働省研究班によるガ
イドラインは今や全国で用いられてい
る。その結果、致死率が30%から8%へと
低下し、予後が大幅に改善された。しか
しながら、さらに予後を改善するために
は新しい知見を含めたガイドラインの改
定が必要と考えられ、現在、改定作業を
進めている。

インフルエンザ脳症におけるNSAIDsの
予後悪化について本研究の中で、その
機序を明らかにすることができた。従
来、臨床データから危険性が明らかに
なり行政施策に反映されたが、その詳
細なメカニズムは不明であった。今回の
研究成果はそのメカニズムを示し、これ
らの施策をサポートするものであった。

インフルエンザ脳症の病態および対策
については、多くのメディアに取り上げ
られた。

14 29 5 0 30 7 0 0 0
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野生動物由来狂犬病
およびリッサウイルス
感染症の汚染把握を
目的とした国際疫学
調査

18 20 新興・再興
感染症研究

酒井　健夫 我が国周辺諸国ならびに常在国のう
ち、特に疫学情報が乏しい地域を選定
し、野生動物由来狂犬病および類似疾
患であるリッサウイルス感染症の疫学
調査を行った。ブラジルにおけるコウモ
リおよびキツネをはじめとする野生動物
が媒介する狂犬病ウイルスの遺伝子お
よび分子系統樹の解析によって、常在
地において野生動物に維持されている
野外狂犬病ウイルスの動態が宿主動
物の生態に反映されていることを明らか
にした。またこれまで知られていなかっ
た野外ウイルスの存在を明らかにした。

野外狂犬病の世界的課題となっている
野生動物由来狂犬病ウイルスの分子
遺伝学的および分子疫学的特徴を解明
した。南米のコウモリ、キツネ等の野生
動物から分離されたウイルスを重点的
に遺伝子解析した結果、全て遺伝子型
１の狂犬病ウイルスであったが、宿主動
物に依存した遺伝子多様性が見られ
た。これらの遺伝子配列情報は、海外
から本邦へ狂犬病ウイルスが侵入した
際に、侵入経路および媒介動物等を特
定する上で極めて重要と考えられる。

－ 本研究では我が国において再興感染
症となる危険性が大きい狂犬病につい
て、これまで疫学情報が少なかった南
米および隣国中国における野外狂犬病
ウイルスの分子疫学調査により流行状
況の把握、および野生動物や家畜にお
けるウイルスの分布を解明することによ
り、本病の我が国への侵入防止対策に
寄与する情報を提供した。

2008年10月に公開国際シンポジウム
「野生動物と人獣共通感染症 －人と動
物の共生をめざして－」を開催し、疫学
調査の成果および狂犬病予防の重要
性について一般参加者に広く理解を得
た。アメリカ合衆国で開催された第19回
アメリカ狂犬病学会（南米の狂犬病部
門）にて、南米のコウモリ由来狂犬病の
分子疫学調査に関する研究成果が評
価され、成果を公表した。

0 8 0 0 8 2 0 0 0

ハンセン病の啓発と
難治症例に対する予
防・診断・治療に関す
る研究

18 20 新興・再興
感染症研究

向井　徹 ハンセン病の高有病地域の井戸、沐浴
水など生活用水中にらい菌を検出し、ま
たその菌に生活性を認め、感染源と成
り得る可能性を示した。メキシコにおけ
る菌の遺伝子型別解析より、らい菌の
伝播はモンゴロイドの移動と同じである
ことが推察された。ワクチン開発におい
て、ＢＣＧのureC遺伝子破壊し、分泌型
らい菌抗原ＭＭＰＩＩを発現させる株は、
親株に比べ強い抗らい菌免疫誘導能を
示した。らい菌接種カニクイザルの長期
観察より、１頭にらい菌抗原に反応する
個体を同定した。これらの結果は予防
に大きく寄与すると考えられた。

難治性ハンセン病治療薬の開発では、
数種の新規ニュキノロン系薬剤および
リファブチンの抗らい菌活性を、in vitro
法およびヌードマウス足蹠法により比
較検討した。その結果、DC159aおよび
リファブチンが既存薬より強い抗らい菌
活性示した。この成果は、投与期間の
短縮、薬剤耐性菌対策など患者負担の
大きな軽減がもたらされることから、臨
床の場に応用されることが期待された。

「ハンセン病治療指針（第２版）」の改訂
および「ハンセン病アトラス」の出版配
布を行った。また、ハンセン病について
の医療者向けパンフレット及びハンセン
病回復者が一般医療機関受診を進め
るうえで、気軽に相談に応じる医師を掲
載した、回復者向けパンフレットの作成
を行い、全国の大学病院および皮膚科
医に配布した。これらの皮膚科医が起
点となり回復者の円滑な他科受診がで
きることを期待された。

日本国内のハンセン病の動向調査は、
現在本研究班のみで行われている。公
表文献の検索により、発生動向を調査・
解析を行い、その結果、１８年度は７
名、１９年度は１１名、２０年度は７名の
新規患者が確認され、在日外国人がそ
の３/４を占めた。今後、新規患者数の
減少が進むと、ハンセン病を知らない医
師が増加する。そのため医師への教育
が必要と考えられた。

ハンセン病に対する医師等医療関係者
への教育およびネットワーク構築のた
め、年度ごとにハンセン病講習会と実
習を開催した。この３年間で、東京、名
古屋、大阪で開催し医師を中心に１４４
名が参加した。学術的な講義のみなら
ず回復者による講義も行い、さらに末梢
神経の検査実習も行った。今後も継続
することが重要と考えられた。

8 27 25 0 71 31 0 0 5

薬剤耐性菌等に関す
る研究

18 20 新興・再興
感染症研究

荒川　宜親 国内で新たに出現した新型のプラスミド
媒介性の16S rRNAメチレース(RmtCや
NpmA)やフルオロキノロン排出ポンプ
(QepA)に関する研究を実施した。また、
ペニシリンに低感受性B群連鎖球菌
(PRGBS)の出現を世界で最初に確認し
報告した。さらに、遺伝的に系統の異な
る二種類のCTX-M-型β-ラクタマーゼ
が融合した構造を持つ新型のCTX-M-
64を産生する赤痢菌の存在を確認し
た。一方、厚生労働省院内感染対策
サーベイランス(JANIS)事業が大幅に改
善されたが、研究班としてそれを支援し
た。

臨床現場における薬剤耐性菌の検出
状況や薬剤耐性菌による患者の発生
動向を把握するための、厚生労働省
JANIS事業の改善により、個々の参加
施設に還元される解析結果を、それぞ
れの医療機関における実際の感染対
策（感染制御）に用いやすいようになっ
た。さらに、PRGBSを簡便に検出する新
しい検査法などの構築を行い、特許を
申請した。

平成19年の医療法改正に伴い、医療機
関が所持すべき「指針」を作成する際の
参考となる「医療機関における院内感
染対策マニュアル作成のための手引き
（V5）」を作成した。

多剤耐性緑膿菌や多剤耐性アシネトバ
クターなどが国内の医療施設でアウトブ
レークした際に、厚生労働省や自治体と
協力して、その対策を専門的な観点か
ら支援した。

16S rRNAメチレースであるRmtCや
NpmAに関する論文は米国微生物学会
(ASM)の専門学術雑誌Antimicrobial
Agents and Chemotherapy(AAC)に掲
載されたが、それらの論文はASMの会
誌（Microbe）のJournal Highlightで二回
紹介され。また、PRGBSに関する論文も
AACに掲載され、同様にJournal
Highlightで紹介されるなど、高い評価を
得た。

2 42 5 1 32 12 4 2 5

臓器移植や悪性腫瘍
による免疫低下状態
で発生するウイルス
感染症の予防と治療
に関する研究

18 20 新興・再興
感染症研究

森　康子 VZV特異的細胞性免疫能の測定法とし
て皮内テストの有用性を示した。ランダ
ムな化合物を検索し、CMV及びVZVに
対し効果的な化合物を数種同定した。ヒ
ト化マウスを用いてEBV感染症モデルを
作成し、その病態と免疫応答を再現し
た。

移植後HHV-6脳炎患者髄液中のウイ
ルスDNA量は極めて高いことを明らか
にした。造血幹細胞移植後の免疫不全
患者からCMVの薬剤耐性ウイルスを分
離し、その性状解析を行った。そして、
薬剤耐性CMVに関しては未承認薬によ
る治療が奏功した。腎移植で使用され
る免疫抑制剤が抗CMV効果を有し、ガ
ンシクロビルと相乗効果を示すことを明
らかにした。

ー VZV再活性化の早期診断法の確立、帯
状疱疹発症の予防および重症化の防
止に繋がる。造血幹細胞移植後HHV-6
脳炎の診断･治療ガイドラインの整備。
新規治療法の開発による保健医療向
上への貢献が期待できる。薬剤耐性ウ
イルスによる難治性感染症に標準的に
使用できる抗ウイルス薬の導入により、
難治性ヘルペスイルス感染症を減らし、
入院日数の減少などにも寄与できる。

特になし

4 29 0 0 56 12 5 0 0
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広域における食品由
来感染症を迅速に探
知するために必要な
情報に関する研究

18 20 新興・再興
感染症研究

寺嶋　淳 広域における食品由来感染症を迅速に
探知するために、全国の地方衛生研究
所と国立感染症研究所を中心とした細
菌及びウイルスの病原体解析ネット
ワークを構築した。当該菌のPFGE解析
情報のデータベース化を行うとともに、
新規の遺伝子解析方法であるMLVAの
腸管出血性大腸菌O157に対する高解
析能を示した。ノロウイルス（NoV）およ
びサポウイルス（SaV）については、組
換えウイルス様粒子(VLPs)の作成から
高力価のポリ及びモノクローナル抗体
を作成し、遺伝子型別に応用した。

NoVのVLPsを作成し、種々の遺伝子型
に対応し得る高力価のポリクローナル
抗体及びモノクローナル抗体を作成し
た。さらに、作成抗体を利用したNoV感
染症の迅速診断用IC法を開発し、平成
１９年末に厚生労働省よりNoV体外診
断用医薬品として認可された。原因微
生物の迅速な同定のみならず、患者の
的確な治療、不必要な検査などが著しく
改善され、それに付随する経済的効果
も飛躍的に伸びるものと期待される。

腸管出血性大腸菌O157等のPFGEによ
る解析結果は、地方衛生研究所との情
報共有を目的としたパルスネット上で公
開しdiffuse outbreak等の調査に利用し
た。また、NoVおよびSaVの遺伝子解析
結果については、カリシウェブ上での解
析ガイドラインを公開した。

細菌感染症起因菌の解析では、主体と
なるPFGE解析方法の精度管理を継続
した結果、比較的限定した範囲での事
例発生における地方衛生研究所間での
解析結果共有が進み、行政的対応の迅
速化につながっている。

ネットワークを構築することにより、国内
外の関連研究機関からの情報を共有化
することが容易になった。特に海外で進
行中の広域食品由来感染症の原因菌
に関する情報がリアルタイムで共有化さ
れつつある。

2 46 23 2 103 22 0 0 0

新型インフルエンザプ
レパンでミックワクチ
ンの安全性・免疫原
性および交叉免疫性
に関する研究

20 20 新興・再興
感染症研究

庵原　俊昭 本邦で開発された沈降新型インフルエ
ンザワクチンは、製造に使用する株が
開発時のベトナム株とかわっても、安全
性は同程度であり、効果的な免疫プラ
イミング効果が認められ、免疫誘導の
面では優れた組成であった。追加接種
の研究では、追加接種後には二次免疫
応答が認められ、誘導された抗体は、
初回接種時に誘導される抗体よりも抗
体価が高く、広い交叉免疫性が認めら
れた。また、0.1%以上の確率で出現する
新たな副反応は認められなかった。

初回接種よりも追加接種で誘導される
抗体の方が、H5N1パンデミック時には
効果的な効果が期待できると推察され
る。

沈降新型インフルエンザワクチンの接
種方法についてインフルエンザ専門家
会議の委員と協議し、接種方法につい
て提案することを予定している。

H5N1がパンデミックを起こせば、現在備
蓄している沈降新型インフルエンザワク
チンは、新型インフルエンザパンデミッ
ク対策としての効果が期待される。

低用量（5μg/接種）２回接種でも免疫
プライミング効果があり、プライミング＆
ブーステイングによる感染対策を行うな
らば、沈降新型インフルエンザワクチン
の在庫が少なくなったときのオプション
として、低用量接種も効果が期待され
る。 0 0 0 0 0 0 0 0 0

服薬アドヒアランスの
向上・維持に関する
研究

18 20 エイズ対策
研究

白阪　琢磨 治療の進歩によってHIV感染症は慢性
疾患になったが、治癒はなく、抗HIV薬
の服薬アドヒアランスの向上・維持が重
要である。本研究の目的は継続的服薬
に伴う服薬者の精神・心理的、身体的、
社会・経済的負担を明らかにし、その軽
減のための支援方法の開発である。さ
らに、服薬支援ツールとして携帯を用い
た“忘れちゃだメール“を開発し、ホーム
ページでの情報提供システムも開発し
た。チーム医療マニュアルや抗HIV治療
ガイドラインの改訂作業も順調に行うこ
とが出来た。

先行研究から服薬の継続が容易ではな
く、服薬行動には身体、精神・心理、社
会経済的な促進因子と阻害因子がある
事が明らかとなった。本研究では、先行
研究成果を踏まえ、それぞれの因子に
つき分析を加え、良好な服薬アドヒアラ
ンスを維持するためのポイントを概ね明
らかにした。患者側には精神・心理的、
身体的、社会経済的負担があり、阻害
因子と促進因子がある事が明らかに
なった。施設側にも負担因子があった。
本研究により、上記の詳細につき解明
が進んだ。

「抗HIV治療ガイドライン」2007－2009
年版　毎年1回 改訂。「抗HIV療法と服
薬支援」Vol,3　Vol,4 改訂。

本研究班の先行研究で作成した「チー
ム医療マニュアル」は平成18年度診療
報酬改定の中で、ウイルス疾患指導料
チーム医療加算の根拠となった。マニュ
アル改訂につき検討を重ねた。

抗HIV薬の服薬アドヒアランス向上・維
持が重要であるというコンセプトはマス
コミでも取り上げられた。

0 0 12 9 44 4 0 1 0

血友病の治療とその
合併症の克服に関す
る研究

18 20 エイズ対策
研究

坂田　洋一 マウスで確立したアデノ随伴ウイルス
（AAV）ベクターを用いた血友病遺伝子
治療技術をサルに応用し、AAV中和抗
体を持つ個体でも遺伝子導入と因子発
現可能な技術を確立した。自己血液幹
細胞に体外で血友病遺伝子導入後、移
植し、血小板に発現させると中和抗体
が存在しても止血効果が得られた。血
友病Aマウスの 生下時に経静脈的、あ
るいは直接胸腺内へ第VIII因子製剤を
投与することで誘導される免疫寛容の
機序を明らかにした。患者視点アンケー
トの作成、解析が進み、QOL向上のた
めの情報が得られた。

サルで、AAVベクターを利用した遺伝子
治療技術をほぼ確立し、ヒト投与可能
AAVベクター生産依頼の目安もつい
た。著明な感度upに成功した血清中
AAV中和抗体測定法を用いて、ベク
ター投与法選択が可能になり、臨床研
究開始が近づいた。生下時因子製剤投
与による免疫寛容誘導が胸腺内投与
法により有効期間が4日間延びた。長期
製剤投与による成熟マウス免疫寛容誘
導モデルも作製できた。　ITIメカニズム
の解析とITI法の改善が期待できる。調
査研究の解析により、 関節内出血が
QOLを左右することが明らかになった。

血友病遺伝子治療臨床研究開始が近
づきつつある。患者遺伝子解析や患者
血中AAV中和抗体レベルに基づく遺伝
子治療患者選択などのガイドラインが
必要になると思われる。

遺伝子治療は成功すれば高価な因子
製剤使用量を減らすことで、経済効果を
生む。また、女性血友病キャリアの方々
の精神的ストレスを多少とも軽減しうる
と思われる。インヒビター産生は、製剤
がいかに改良されても残りうる問題であ
る。免疫寛容誘導法のメカニズムを明ら
かにし、改良できれば、一人に時に1億
円以上かかることもあるインヒビター治
療には福音となる。

主任研究者坂田が宇都宮で2006年に
開催した第29回日本血栓止血学会学
術集会に、血友病患者を招待し、血友
病関連の発表セッションなどに参加して
いただいた。また、3年度目の当該研究
班班会議には血友病患者代表の方に
も参加していただき、忌憚ないご意見と
希望を頂戴した。「血液凝固異常症の
QOLに関する研究」のホームページ
（http://www.b-qol.com/）を立ち上げ、
調査報告書および関連サイトについて
公開した。

35 90 72 1 252 54 8 0 3
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周産期・小児・生殖医
療におけるＨＩＶ感染
対策に関する集学的
研究

18 20 エイズ対策
研究

和田　裕一 当研究班の妊婦HIV検査率および感染
妊婦・感染妊婦から生まれた児の統計
と詳細なデータは妊婦HIV感染症に関
するわが国で唯一のまとまった疫学調
査成績であり、貴重な資料として蓄積さ
れてきている。貴重な疫学的調査成績
は産科・小児科統合ファイルとしてデー
タベース化されており、広報や啓発の目
的で全国各地で研究成果発表会として
広く国民に情報提供を行っている。ま
た、エイズ学会を始めとする各種学会・
研究会において発表し、医療関係者に
も広く認識してもらうように努めている。

HIV感染妊婦の病診連携体制に関する
研究は　産科・小児科医の減少を背景
に、エイズ拠点病院が現状で周産期医
療の拠点としての役割を果たしている
かどうかを検討したもので、否定的な結
果からむしろ地域における病病連携の
必要性が勘案された。また、母子感染
予防対策マニュアルは時代に即した改
訂（第５版：平成19年度改訂）を重ねて
関連施設に配布したがさらに要望に応
じて追加配布しており臨床の場で幅広く
活用されている。

１．「HIV母子感染予防対策マニュアル」
の作成
２．妊婦HIVスクリーニング検査に関す
る一般妊婦向け啓発刊行：「あなた自身
の健康と赤ちゃんの健やかな誕生のた
めに―妊娠初期検査の一環としてHIV
検査をお受けになることをお勧めしま
す」および「妊婦HIVスクリーニング検査
（一次検査）で結果が陽性だった方へ」
３．感染女性を対象としたHIV/AIDS解
説書刊行：「女性のためのQ&A－あな
たと赤ちゃんのためにできること－」

「妊婦に対するHIV検査について（通知・
健疾発第0629001）」HIV検査における
妊婦へのカウンセリングを十分に行うよ
うにという通知をうけ、妊婦HIVスクリー
ニング実施手順マニュアルを作成し、ス
クリーニングで陽性・偽陽性判定となっ
た妊婦やその家族が不適切な告知で混
乱することを回避できるよう産科医療者
向けに作成した。産婦人科診療所、病
院産婦人科、拠点病院、保健所等広く
配布し、また、その有用性をアンケート
調査で確認した。

平成13年度-平成20年度国民向けに
「研究成果発表会」を全国24箇所にて
開催し開催地域のマスコミに取り上げら
れている。

9 7 27 16 13 2 0 0 24

ＨＩＶ感染予防におけ
る経粘膜ワクチンの
開発

18 20 エイズ対策
研究

廣井　隆親 IL-15によって全身でこのmulti-
functional CD8T細胞が増加することを
確認した。さらに腸管では通常誘導され
ないmulti-functional CD8T細胞が
MVASHIVIL-15で誘導されたことは、腸
管免疫の誘導によってHIV感染を予防
するという開発概念においては非常に
将来性のある結果であると思われた。
またmulti-functional CD8T細胞を増加
させる因子の探索は世界中で行われて
いるが、我々の研究結果は世界に先駆
けるのものと考えられる。

基礎的ならびに学術的結果により急性
期の腸管におけるHIVの増殖が抑制さ
れる可能性が示唆されたことは臨床な
らびに基礎研究において非常に意義の
高いことである。今後の展望として、当
該研究で我々はIL-15をアジュバントとし
て用いることで腸管粘膜を効率よく誘導
できることを示した。今後はその誘導し
た免疫反応により実際にHIVを排除でき
ることをヒト化マウスを用いた実験で検
討する必要がある。

ー 特になし 平成20年9月8日に日本経済新聞に
「HIV感染における経粘膜ワクチンの開
発」が掲載された。

0 1 0 0 5 1 0 0 1

ＨＩＶ感染症に合併す
る各種疾病に関する
研究

18 20 エイズ対策
研究

小池　和彦 HIV感染症に合併したB型慢性肝炎で
のHBV subgenotype を解析した。B型
慢性肝炎における分布はCeとBjであり
6％にAeが存在していた。B型急性肝炎
では、Ae、B2、B3、C1などの海外型が
約40％を占めていた。HIV感染症に合
併するB型慢性肝炎ではAeであった。
CHB、AHB、CHB+HIVの3グループに
subgenotype Aeが存在していた。
CHB+HIVは、AHBとMSMのCHBとウイ
ルス学的に相同性を認めたが、HIV重
感染による特定の変異は、確認できな
かった。

HIV感染症に合併するウイルス肝炎の
実態を把握するため、全国HIV拠点病
院に対してHIV・HBV重複感染症に関す
るアンケート調査を行なった結果、全体
では、5988例中377例（6.4％）において
HBs抗原が陽性であった。急性感染後
のB型肝炎慢性化が高率に認められた
点がHBV単独感染と大きく異なってい
た。成果はHepatol Res等の雑誌に掲
載され、国内外から大きな反響があっ
た。

HIV・HBV重複感染時の診療ガイドライ
（2009年度版）を作成、出版した。

HIV感染者の多くにHCV感染症、HBV感
染症が合併し、慢性肝炎、肝硬変、肝
癌へと到る連鎖に苦しめられている。過
去の輸血行政にも大きな関連性があ
る。HIV感染症に合併する肝疾患につ
いて、B型肝炎とC型肝炎に重点をおい
て、疫学、診療体制の組織強化、抗ウ
イルス療法の実行等を行なった。重複
感染症の実態把握がなされ、治療法の
改良も進行してきており、予後、QOLの
改善が期待され、行政的な意義も大き
いと考えられる。

平成19年第21回日本エイズ学会におい
てシンポジウム「HIV・HBV/HCV重複感
染の本邦における実態」を開催した。

3 124 92 10 25 115 0 0 95

重篤な日和見感染症
の早期発見と最適治
療に関する研究

18 20 エイズ対策
研究

安岡　彰 日和見感染症が増加傾向にあることや
疾患様相が年々変化していることも明ら
かとなり、我が国唯一の疫学データとし
て貴重な成果が得られた。またHIV患者
の発癌についても初めてのデータが得
られた。診断では結核症に対する新し
いマーカであるQFTが日本のHIV感染
者にも用いることができることが明らか
となり、また悪性リンパ腫発症に様々な
ウイルスが関与する可能性が示唆され
るなど貴重な成績が得られた。

日和見感染症の動向や、悪性腫瘍の増
加、免疫再構築症候群の予防と対処法
の方向性の提示、結核症診断のマー
カーや、非結核抗酸菌症、進行性多巣
性白質脳症の治療の可能性など、臨床
上有益な成果が多数得られた。

免疫再構築症候群の診断の手引きを作
成し全国診療拠点病院に配布するとと
もにWeb上で公開した。

日和見感染症の動向や、悪性腫瘍が増
加している点など、今後のHIV行政での
ポイントを明らかにするデータを提供す
ることができた。

エイズ予防財団の成果発表事業を活用
し、大阪、東京、沖縄で研究成果の発
表会を開催した。

3 11 14 0 1 0 0 0 1
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ＮｅｕｒｏＡＩＤＳの発症
病態と治療法の開発
を目指した長期フォ
ローアップ体制の構
築

18 20 エイズ対策
研究

中川　正法 HAART中でも脳症が発症すること、不
完全なウイルス抑制は脳症を発症する
危険性があり、ウイルスモニター、認知
機能の観察、薬剤選択などが今後の主
要な課題であると考える。サルエイズモ
デル研究では、アクアポリン４（AQP4）
の発現低下のパターンがEAAT-2の染
色低下ときわめてよく一致しており，
AQP4もエイズ脳症の発症病態に関与し
ている可能性を指摘した．

本研究で、HIV感染の初期より脳血流
低下が見られること、われわれが作成し
た高次脳機能評価バッテリーが有用で
あることが示唆された。HAART中でも脳
症が発症すること，HAARTで延命しても
不完全なウイルス抑制は脳症を発症す
る危険性があり，末梢でのウイルスモ
ニター，HAART治療中患者の認知機能
の観察，薬剤選択を考慮する必要があ
ることを指摘した．

研究班が作成したHIV感染者を神経内
科的に長期間フォローアップするための
高次脳機能検査，MRI検査等を含む
フォローアッププロトコールは研究報告
書として関連施設に配付した．3年間の
研究で明らかになったNeuroAIDS関連
死亡例についても研究報告書としてまと
めた．

HAART開始前後の高次脳機能の評価
が重要であり、NeuroAIDS早期発見に
より社会的損失をある程度防ぐことが可
能であることが示唆された。

2008年11月の第22回日本エイズ学会
でNeuroAIDSに関するシンポジウムを
行った．

16 18 0 0 42 4 0 0 3

ＨＩＶ感染とエイズ発症
の阻止及び治療に関
わる基礎研究

18 20 エイズ対策
研究

佐多　徹太郎 HIV感染免疫防御機構におけるGag特
異的CD4+T細胞の役割、DCの分化誘
導法、自然感染抵抗性を示す遺伝要
因、自然免疫を抑制するHIV-1因子とそ
の利用法、感染患者におけるCTL免疫
とウイルスの関係、中和抗体の誘導抗
原について知見が得られた。HIVの感
染感受性を決定し、ウイルスの変異をも
たらす宿主因子、Vpr蛋白の複製への
関与、Vif蛋白の活性分子機構について
説明がなされた。粒子形成に関与する
宿主因子を同定した。HIV感染病態の
解明では、エイズ脳症の発症に関わる
病態が明らかにされた。

HIV感染者血漿中のIP-10が血中HIV量
と相関することを見出した。血中ウイル
ス量の高い群でIL-2R, MIP-1alpha ,
MIP-1beta, RANTESの産生能が有意に
低かった。感染者ではMIP-1alpha ,
MIP-1beta, RANTES産生以外に、免疫
機能が質的に大きく異なっていた。ラッ
ト脳海馬スライス培養系を用いて、HIV-
1感染マクロファージが誘導する特異的
神経細胞障害過程を明らかとし、エイズ
患者の神経細胞分化抑制の過程の詳
細なメカニズムを明らかにしつつある。

ー HIV曝露非感染者の持つ染色体の遺伝
的特徴等が明らかとなりつつあり、より
広範囲のデータ解析が必要となる可能
性がある。

マスコミには特に取り上げられていな
い。

3 145 0 0 163 57 7 0 0

ＨＩＶ感染症の治療開
発に関する研究

18 20 エイズ対策
研究

滝口　雅文 本研究班の主な研究成果として、
１）プロテアーゼ重合阻害という新たな
機序による新規坑ＨＩＶ薬の開発とこの
機序を持つ薬剤の開発方法を提示する
ことができたこと、
２）細胞傷害性Ｔ細胞から逃避する変異
ウイルスの蓄積が世界的規模で起きて
いることを明らかにしたこと
で、ＨＩＶワクチン・免疫療法に新たな課
題を提示したことである。

１．新規プロテアーゼ阻害剤ダウナビル
の実用化に成功した。
２．EFdAの抗HIV作用を解明し動物実
験での効果を証明し、前臨床試験が終
了した。
３．4’-Ed4Tは米国において第一相の
臨床試験が開始した。
４．逃避ウイルスに対するＣＴＬを患者
体内で確認し，免疫療法の可能を示し
た。
５．KD-247中和抗体の臨床試験を開始
し、侵入阻害剤との相乗効果を示した。

ー 新規プロテアーゼ阻害剤ダウナビルは
国内でも使用が開始され、日本人の患
者の治療に貢献している。

１．新規プロテアーゼ阻害剤ダウナビル
開発の新聞報道（２００７年１１月３０日
朝日新聞）
２．細胞傷害性Ｔ細胞から逃避する変異
ウイルスの蓄積が世界的規模で起きて
いることを明らかにした新聞・テレビで
の報道（２００９年２月２６日　読売新聞、
毎日新聞、２月２７日日経新聞、時事通
信を含め地方紙で多数、３月３日　ＮＨ
Ｋなど）
３．市民向け成果発表会（公開シンポジ
ウム）開催：２００７年３月３日、２００８年
３月１５日、２００９年３月１４日

1 116 0 0 44 37 4 0 3

ＨＩＶ検査相談機会の
拡大と質的充実に関
する研究

18 20 エイズ対策
研究

今井　光信 ①HIV即日検査の効果と課題を明らか
にするとともに、保健所等のHIV検査相
談の現状とその年次推移、今後の課題
地域特性等を明らかにした。
②ホームページ“HIV検査相談マップ”に
よる広報の効果とそのアクセス数、各項
目へのアクセス状況から広報の効果と
受検希望者のニーズ等を明らかにし
た。
③市販キットを使用しない独自のHIV定
量検査法（DNA とRNA）の開発を行っ
た。

①HIV定量検査を行っている民間検査
センターや各地の衛生研究所を対象に
毎年パネル検体を用いた測定結果の検
討を行い、その測定精度の向上を計っ
た。②HIVスクリーニング検査における
偽陽性をできるだけ少なくするための二
重検査法の開発とその導入により、偽
陽性問題の減少とスクリーニング検査
の精度向上を計った。③HIV遺伝子検
査の一部スクリーニング検査への導入
により、感染初期のHIV感染者の発見と
その早期治療に繋げた。

保健所等におけるHIV即日検査のガイ
ドライン（改訂版）”“HIV検査相談の事
例集（ⅠおよびⅡ）”、“HIV検査相談に
関する研修のためのガイドライン”を作
成し各保健所やHIV検査相談を実施し
ている関係者に配布し、HIV検査相談の
質の向上を計った。

①研究班が提供するホームページ“HIV
検査相談マップ”（パソコン用と携帯電
話用）の活用により、HIV検査相談の詳
細な最新情報を提供することで、受検
希望者と受検者の増加に貢献できた。
②保健所等HIV検査相談実施施設や郵
送検査実施施設へのアンケート調査に
より、HIV検査相談やHIV検査の実施状
況・現状・課題等を明らかにできた。③
各種ガイドラインの作成と配布および講
習会の実施等により、HIV検査相談の
質の向上に貢献できた。

研究班の活動と関連して“HIV即日検
査”、“HIV検査相談マップ”“偽陽性問
題”等が新聞等のマスコミに取り上げら
れることでエイズやHIV感染に関する関
心を高めることに貢献できた。

60 51 0 0 161 26 1 0 5
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